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【研究要旨】	

視覚障害の有病率は高齢者で高くなることから、健康寿命の延伸のためにも視覚の

維持は重要であり、慢性眼疾患を早期に発見するための効率的な成人眼科検診プログラ

ムの確立が必要と考えられる。本研究は成人眼科検診の医療経済学的評価を行い、十分

な医学的効果と費用対効果の高い検診方式を提示することを目的とした。	

本年度は緑内障に関する解析を行い、糖尿病網膜症、加齢黄斑変性、白内障につい

ては費用対効果を解析するモデル作成と必要なパラメータの検討を行った。緑内障を対

象とした成人眼科検診の費用対効果についてマルコフモデルを用いたシミュレーショ

ンで検討した結果、ICER は約 330 万円/QALY であり、十分に費用対効果的であることが

示された。また、検診には失明減少効果や失明期間の短縮、重症化受診者の減少といっ

た効果も見込むことができた。今回の検討では 40 歳からできるだけ頻回（2-3 年に 1

回）に介入する検診プログラムが費用対効果と失明抑制効果の双方から優れていたが、

感度の高い検診方法（OCT など）を導入すると検診間隔を拡げても（5年に 1 回）同等

の費用対効果と失明減少率を確保できると考えられた。	
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A.  研究目的	
本邦の視覚障害の原因の 1 位は緑内障、2 位

は糖尿病網膜症であり、加齢黄斑変性と白内障

などが続く。これらの疾患は好発年齢が中高年

以降であり、初期には自覚症状が少なく、徐々

に進行する慢性疾患という点で共通している。

また、このうち白内障は手術によって視機能を

改善することができるが、それ以外の疾患では

進行の抑制、残存視機能の維持が治療の目標と

なる。従って、重篤な視覚障害に至る前に疾病

を発見し、治療によって進行を防止あるいは遅

延させ、日常生活機能の損失を最小限に抑える

ことが重要となる。今後の視覚障害対策として

大きく、一次予防、二次予防、新規医療介入の

開発および普及の 3 つが考えられるが、私たち

は二次予防である成人眼科検診による早期発

見・早期介入が特に重要と考えて検討を行って

きた。	

本邦の視覚障害の最大の原因疾患である緑

内障は疫学的、臨床的に以下のような特徴を有

している。	

１）有病率が高く、年齢と共に増加する（40 歳

以上の有病割合 5％、70 歳以上で 10％）	

２）本邦の失明原因の第一位である	

３）初期には自覚症状に乏しく、自覚症状によ

る早期受診、早期発見が難しい	

４）慢性進行性疾患で，発症から視覚障害に至

るまでの期間が長い	

５）医療介入によって進行を阻止または抑制で

きる	

これらの特徴は緑内障が検診による集団スクリ

ーニングに適した標的疾患であることを示して

いる。	

	 しかしながら、成人を対象とした眼科検診の

仕組みを持つ自治体はごく少数であり、実施し

ている自治体でも各々が独自の形式で施行して

いるのが現状である。また、現行の自治体での

成人眼科検診は検診結果の把握にとどまってお

り、精密検査結果（疾患名、重症度、医療介入

の必要性の有無など）の把握、事後評価が十分

になされていない。従って、現状の眼科検診の

精度と医学的効果には不明の点が多い。私たち

は平成28年度-30年度の厚生労働科学研究費補

助金・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総

合研究事業）・「成人眼科検診の有用性、実施可

能性に関する研究」において特定健診を契機に

眼科医療機関を受診した対象に詳細な包括的眼

科検査を行った。この疫学研究で得られた

1,360 例の検査結果について解析した結果、眼

疾患として水晶体混濁が 673 例（49.5％）に見

られたが、視機能に影響する白内障を有する例

は 56 例（4.1％）であった。緑内障と判定され

たのは 175 例（12.9％）で、網膜疾患としては

黄斑変性 16 例（1.2％）、糖尿病網膜症 13 例

（1.0％）、などが発見され、全体で 330 例（24.3%）

が有所見者であった。この研究で診断された眼

疾患のうち、最も有病率が多いのは緑内障であ

ったが、このうち既に緑内障と診断され医学的

管理を受けていたのは 21％に過ぎず、大多数は

今回の検診で発見された症例であった。	

このように成人眼科検診が緑内障や網膜疾

患の発見の契機になることが示されたが、その

後の医療介入によって眼科疾患の重症化が抑制

され、失明者の減少に繋がるかは明らかでなく、

医療経済学的な検討も十分になされていない。

今回の研究では眼科検診で発見された慢性眼科

疾患に医療介入を加えた場合の効果をマルコフ

モデルにより検討し、成人眼科検診全体の医学

的効果と費用対効果を評価することにした。眼

科検診に緑内障などの重症化を予防し、中途失

明を減少する医学的効果がどの程度期待できる

か、ICER	 (Incremental	 Cost	 Effectiveness	

Ratio)	を指標とした費用対効果が担保される

かについて検討する。成人眼科検診の医学的効
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果と費用対効果について本年度は緑内障に関す

る解析を行い、糖尿病網膜症、加齢黄斑変性、

白内障については費用対効果を解析するモデル

を作成する際に必要なパラメータの検討を行っ

た。	

視覚障害の有病率は高齢者で高くなること

から、健康寿命の延伸のためにも視覚の維持は

必須と考えられる。慢性眼疾患を早期に発見す

るための効率的な成人眼科検診プログラムの確

立が必要と考えられるが、その医学的効果、費

用対効果が担保されることが重要と考えられる。

本研究は成人眼科検診の医療経済学的評価を行

い、十分な効果と費用対効果の高い検診方式を

提示することを目的とした。	

	

B.  研究方法	
	 成人眼科検診の医療経済的効果と医学的効果

（失明者を減少する効果）を明らかにするため

に、緑内障に関する決断分析マルコフモデル

（decision-analytic	Markov	model）を作成し

て費用対効果評価を行った。モデル作成、分析

には TreeAge	Pro	2017 を用いた。	

	 マルコフモデルのデザイン、仮想コホートの

設定、各パラメータの設定については後藤の分

担研究報告書に詳しい。ここでは要点だけを記

載する。なお、使用したパラメータは可能な限

り日本人を対象とした臨床研究データを利用し、

該当がない場合は海外のデータを利用した。	

	 眼検診を実施する場合（検診群、with	

screening）としない場合（非検診群、without	

screening）の 2 つの strategy を想定した。正

常な人が緑内障を発症し、徐々に視野障害が進

展し、ついには失明するという状態変化をマル

コフモデルでシミュレーションした。緑内障の

状態は、視野障害の指標である MD 値で区分けし

た軽度、中等度、重度、失明の 4 段階を想定し、

効用値もこの区分で設定した。また医療管理下

に置かれた緑内障患者の治療についても併せて

検討を行った。	

	 シミュレーションにはマイクロシミュレーシ

ョンを用い、1サイクル 1年のモデルにおいて、

40 歳の 2 万人の仮想コホートが死亡するか 90

歳になるまで（最長 50 サイクル）計算を行った。

この仮想コホートには、40 歳時点で 1.71％の緑

内障患者がいると設定し、全員がまだ診断され

ていないとした。正常者からもサイクル毎に罹

患率に従って、軽度の状態の緑内障を発症し、

治療ステージに依存した MD スロープ値（年間あ

たりの視野障害進行速度を数値化したもの）で

状態が悪化していくとした。MD 値が範囲を超え

ると次の状態（例えば軽度から中等度）に移行

するとした。	

	 緑内障の治療は、点眼 1 剤の薬物療法から始

まり、非奏効の場合には点眼薬剤を 1 剤追加し、

3 剤まで点眼薬が追加されるとした。点眼 3 剤

まで到達した患者は、手術適応患者と非適用患

者の 2 つに分け、手術適応患者は点眼 3 剤が非

奏効になると手術確率に従って緑内障手術を実

施することとした。一方、手術非適用患者は手

術することなく、点眼 3 剤のままで維持すると

した。緑内障は患者の自覚症状に乏しいため、

治療継続の動機が薄く、治療からの脱落は大き

な問題として知られている。モデルでは治療初

年度の軽度緑内障患者は年間 33.4％、治療次年

度以降は年間 11.7％が脱落するとした。また中

等度と重度の緑内障患者は年間11.7％が治療か

ら脱落するとした。脱落者は検診や重症化受診

によって再発見された場合に治療に復帰すると

した。	

	 ベースケース分析では成人眼科検診のスケジ

ュールは、40 歳から 5 年に 1 度の頻度で 74 歳

まで行う（最後の検診時の年齢は 70 歳）とした。

この検診対象年齢は特定健診に合わせたもので

ある。眼科検診の受診率は、特定健診の受診率

を参考にして 50％とした。検診受診で要精検と

なった後の精密検査受診率は 60％とした。高野
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の分担研究報告書では、検診プログラムの検診

開始年齢、検診間隔、検診終了年齢、検診間隔

と ICER および失明減少率の関係性についてそ

れぞれ検討を行っている。最適な検診スケジュ

ールを得るために、検診開始年齢、検診終了年

齢、検診間隔を動かして、168 パターンの検診

スケジュールにおける ICER と失明減少率を算

出した。	

	 ベースケース分析における眼科検診の検査内

容は、眼底写真撮影であり、眼科専門医が判読

することを想定した。緑内障診断の感度・特異

度は報告者らが行った緑内障検診の精度評価研

究で得られた数値（感度 55％、特異度 94％）を

用いた。同研究では、検査内容として眼底写真

に OCT を加えた場合、眼科専門医以外が判定す

る場合についても感度・特異度の検討が行われ

ているので、これらの検査内容を変えた場合の

検診の評価については、中野の分担研究報告書

に詳述されている。	

	 モデルで使用した費用は直接医療費とした。

検診費用や緑内障と確定するための精密検査費

用、重症度別の年間検査費用、手術費用、合併

症手術費用はレセプトデータを一部利用して、

専門家の意見より概算した。薬物療法費用はラ

タノプロスト点眼薬 1 剤の年間費用に、処方薬

剤数を乗じた値とした。	 	

	 費用効用分析では40歳の2万人仮想コホート

を最長 90 歳までシミュレーションし、終了時に

おける 1 人当たりの累積費用と QALY	(quality	

adjusted	life	years)を計算した。費用と QALY

は 1 年当たり 2％の割引を適用した。累積費用

と QALY から ICER を算出した。費用効果的と判

断する閾値は、日本人の支払い意思額（WTP:	

willingness	to	pay）である 500 万円/QALY を

用いた。その他のアウトカムとして、失明者数、

平均失明期間、緑内障患者数、緑内障診断者数、

平均薬物治療期間をトラッカー変数を用いるこ

とで計算した。これらの値はすべてシミュレー

ション終了時点の累積値である。	

	 ベースケース分析の結果への個々のパラメー

タの影響を調べるために、表１に示した範囲で

パラメータをそれぞれ動かして One-way	

Sensitive	Analysis	(One-way	SA)を行った。パ

ラメータの不確実性を考慮するために

Probabilistic	Sensitivity	Analysis(PSA)を行

った。各パラメータの確率分布からサンプリン

グを 1 万回実施し、得られた 1 万データセット

における費用と QALY を算出し、受容曲線

(cost-effectiveness	acceptable	curve)を求め

た。	

	 上述したモデルと分析方法は緑内障を対象疾

患とした成人眼科検診の医療経済学的評価のた

めのものであるが、同様の手法で糖尿病網膜症、

加齢黄斑変性、白内障についても分析が可能で

ある。このためのモデル作成、パラメータの設

定のために疫学、治療、検診方法の 3 つの視点

から文献調査を行った。糖尿病網膜症について

は川崎、加齢黄斑変性については田村、白内障

については平塚の分担研究報告書に詳述した。	

 

（倫理面への配慮）	

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、厚

生労働省、文部科学省による「人を対象とする

医学系研究に関する倫理指針」に従い、倫理審

査委員会の承認を得たうえで行った。今回の研

究内容は倫理審査委員会の承認は不要と考えら

れるが、データソースとして用いた先行研究に

ついては倫理指針に従い、医療法人社団信濃

会・信濃坂クリニック治験審査委員会、杏林大

学医学部倫理委員会の審査を受け、承認を受け

ている（承認番号 1034 および 744）。	

	

C.  研究結果	
ベースケース分析	

検診群と非検診群を比較した場合、検診群

（眼科専門医が判読する眼底写真での緑内障検
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診）の増加費用は 19,794 円で、増加効用は

0.0061 であった。ICER は 3,257,215 円/QALY と

なり、ICER の許容範囲の上限となる WTP は日本

では 500 万円/QALY とされているので、検診は

cost-effective であることが示された。	

累積失明者数は検診群において非検診群よ

りも 12.3％減少することがわかった。1 サイク

ルごとの生存者中の失明者割合に該当する年齢

の人口をかけて求めた 40 歳以上の失明率は、検

診群で 0.0535％、非検診群で 0.0696％であり、

人口で調整した場合には 23.1％の失明抑制効

果があることが示された。	

その他のアウトカムでは、失明者の平均累積

失明期間が、失明者 1 人当たり検診群で 9.14

年、非検診群で 10.29 年であり、検診により失

明状態で生存する期間の短縮が望めることが示

された。医療管理下の患者一人当たりの平均累

積治療期間は検診で15.96年、非検診群で13.81

年であり、検診により治療期間が 2.15 年長くな

ることがわかった。	

	

感度分析	

39 個のパラメータにおいて One-way	SA を行

った。影響の大きい上位 10 項目の結果を図 1

に示す。モデルにおいてもっとも影響の大きい

パラメータは失明時の効用値で、次に影響の大

きいものは緑内障の自然予後であり、この 2 つ

のパラメータはモデルが費用対効果的であるか

どうかを変える大きな影響があることが分かっ

た。その他のパラメータでは治療脱落率、40 歳

時点の有病率、要精検時の精密検査受診率が比

較的大きな影響を示すが、ICER の変動範囲は

WTP 以下であり、結果への影響は小さいことが

分かった。	

パラメータの不確実性を考慮した PSA では、

増分費用と増分効用がマイナスになる場合はな

かった。PSA から求められた受容性曲線

(cost-effectiveness	acceptability	curve)か

ら、検診が 50％の確率で cost-effective とな

るのは ICER＝3,104,100 円/QALY であった。WTP

が 500 万円/QALY において検診群が非検診群に

対して費用対効果となる確率は、88％となり、

検診の優位性が示された。	

適切な検診時期、検診間隔を検討するために、

ベースケースから検診開始年齢、検診終了年齢、

検診間隔をそれぞれ変動させた 168 パターンの

検診プログラムについて ICER と累積失明減少

率を算出した。すべての検診プログラムで非検

診群と比較した増分費用と増分 QALY は正の値

であった。ICER の範囲は 2,120,242 円/QALY か

ら 7,497,064 円/QALY で、失明減少率は-1.5％

から 66.2%であった。このことは、プログラム

の選択により、費用対効果や失明抑制率が大き

な影響を受けることを示している。	

各検診プログラムと ICER との関係性では、

検診間隔と ICER との相関は低いが、検診開始年

齢と検診終了年齢が ICER と相関し、特に検診開

始年齢と高い相関があることがわかった（図 2）。

失明減少率は検診回数と検診開始年齢の相関性

が高く、検診終了年齢にはあまり影響を受けな

いことがわかった。以上のことから検診を早期

からはじめ、できるだけ頻回に実施することで、

費用効果的で失明予防効果の高い検診となるこ

とが示唆された。	

	 眼科検診の方法として、眼底写真のみと眼底

写真に光干渉断層計(OCT)を加えた場合の 2 通

り、判定者として眼科専門医と非専門医の 2 通

り、合計 4 通りでの検討を行った結果を表１に

示す。ベースケースの ICER3,257,215 円/QALY、

失明減少率 12.3%と比較して専門医による眼底

写真＋OCT の ICER は 3,369,956 円/QALY で、失

明減少率は 26.2%と大きく増加した。ICER に大

きな違いがない上に失明減少率を14％程度増加

できることから眼底写真＋OCT が優れた検診方

法であることがわかった。さらに、専門医によ

る眼底写真のみの検診に対する眼底写真＋OCT
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検診の ICER は 3,590,223 円/QALY であり、失明

予防効果も 15.8%の増大が見込め、眼底検査に

OCT を付加する費用対効果は良好であることが

示された。判定者が眼科専門医か非専門医かで

の検討では、眼底写真のみに関しては非専門医

判定の ICER、失明減少率は専門医よりも多少劣

るものの大きな違いは認められなかった。しか

し、眼底写真＋OCT 検診では非専門医に比べて

専門医が行ったほうが費用帯効果が高く、更な

る失明予防効果が見込めることがわかった

（740,878 円/QALY、失明予防効果 5.9%）。	

	 これらの違いは検診の精度（感度・特異度）

と大きく関係している。そこで検診の感度と特

異度が ICER と失明減少率に与える影響につい

て検討した。図３に示すように、検診の感度は

ICER と失明減少率への影響が大きく、感度が高

いほど ICER が低くなり、失明減少率も大きくな

った。一方で検診の特異度は失明減少率には影

響しないが、ICER への影響は大きいことがわか

った。	

	

D.  考按	
	 日本における緑内障を対象とした成人眼科検

診の費用対効果をマルコフモデルを用いたシミ

ュレーションで検討した結果、ICER は約 330 万

円/QALY であり、十分に費用対効果的であるこ

とが示された。また、検診には失明減少効果や

失明期間の短縮、重症化受診者の減少といった

効果も見込むことができた。モデルに使用した

パラメータには不確実性があるために、one	way	

SA と PSA で感度分析を行った。One	way	SA では

失明時の効用値と緑内障の自然予後の 2 つのパ

ラメータの影響が大きいが、見積もりによほど

大きな誤差がない限り、ICER は 500 万円/QALY

を越えることはなく、本モデルの結果は頑健性

があると考えられた。PSA においても ICER が閾

値以下となる確率は 88％であり、検診が高い確

率で cost-effective となることが示された。	

	 今回のベースケースで検討した検診方法は眼

底写真を撮影し、眼科専門医が読影を行う方式

であり、現在でも一部の自治体で行われている

方式である。また、検診の開始は40歳で5年毎、

70 歳までという検診スケジュールを設定した。

このシナリオにおいて累積失明者数は検診群に

おいて非検診群より12.3％減少することが見込

まれた。しかし、眼科検診による失明減少効果

をより高めるためには、検診方法の精度の向上

と検診スケジュールの設定の２つが考えられる。	

	 検診方法について分担研究者の中野は、眼底

写真による方法では緑内障診断の感度は55％程

度と推定している。眼底写真による眼科検診を

行っている自治体での緑内障発見率は概ね

2-3％であり、緑内障の 40歳以上の有病率は 5％

とされているので、中野らの感度の見積もりは

妥当と思われる。感度を上げるための方法とし

て考えられるのが、	

眼底写真に OCT 検査を加えることである。OCT

による網膜や視神経の評価は眼科領域で急速に

発展、普及している診断技術であり、非侵襲的

に短時間で網膜・視神経の精密な断層像が得ら

れる点に特徴がある。眼底写真が面で網膜・視

神経を評価するのと対照的であり、両者を組み

合わせることで相補的な効果を発揮して眼疾患

のスクリーニング精度が向上すると考えられる。	

	 実際に眼底写真に OCT 検査を加えることで、

緑内障診断の感度が20％以上大きく上昇するこ

とを我々は見出している。専門医による眼底写

真判定の検診に対する眼底写真＋OCT 検診の

ICER は 3,590,223 円/QALY と閾値の範囲内であ

り、更に重要と思われるのは失明減少率が

15.8％増大することである。OCT による追加検

査費用を考慮しても、眼底検査に OCT を付加す

る方式の費用対効果は良好であり、失明減少と

いう医学的効果が増大することが示された。設

備や検者の問題はあるが、失明予防の観点から

は眼底写真だけでなく OCT を加えた眼科検診が
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望ましいと考えられた。	

	 一方、検診開始年齢や間隔、検診終了年齢を

変化させ、検診プログラムを検討したところ、

検診プログラムによって検診の費用対効果や失

明予防効果は大きく変化することがわかった。

日本では特に若年での緑内障有病率が高いため

に、検診開始年齢が早いと ICER が低く、しかも

失明減少率が高くなると考えられた。その一方

で検診終了年齢は失明減少率との相関がほとん

どなく、終了年齢が高いほど ICER は上昇した。

日本人の緑内障の自然予後は 40 歳から 50 歳代

に発症し、徐々に進行して 70 歳以降で視機能障

害が顕著となっていくと想定されており、検診

の対象となる範囲は 40 歳から 70 歳までとする

のが良いと考えられた。	

	 また検診間隔は短い方が、失明抑制効果が高

い一方で、ICER にはほとんど影響しないことも

示された。これは今回の検討では検査として眼

底写真を想定しているためであり、OCT と眼底

写真の組合せによって緑内障診断の感度を上げ

ることで検診間隔の影響を減らすことができる

可能性がある。感度の低い検査を毎年繰り返す

か、感度の高い検査を数年に 1 回行うかについ

ては検討の余地があると考えられた。	

	 今回の検討の範囲では比較的若い年代（40歳）

からできるだけ頻回（できれば 2-3 年に 1 回）

に介入する検診プログラムが費用対効果と失明

抑制効果の双方から優れていることが示唆され

た。感度の高い検診方法（OCT など）を導入す

ると検診間隔を拡げても同等の費用対効果と失

明減少率を確保できると考えられた。	

	 本邦の視覚障害の主要原因の多くは加齢性変

性疾患であり、緑内障、糖尿病網膜症、加齢黄

斑変性、白内障が主要なものである。成人眼科

検診の医学的効果と費用対効果について本年度

は緑内障に関する解析を行い、糖尿病網膜症、

加齢黄斑変性、白内障については費用対効果を

解析するモデル作成と分析に必要なパラメータ

の検討を行った。次年度には緑内障以外の 3 疾

患に関する成人眼科検診の医療経済学的評価を

行い、最終的には緑内障を含めた統合モデルを

作成して、成人眼科検診全体の視覚障害予防効

果及び医療経済学的評価を行う予定である。	

	

結論	

本研究は成人眼科検診の医療経済学的評価

を行い、十分な効果と費用対効果の高い検診方

式を提示することを目的とした。	

緑内障を対象とした成人眼科検診の費用対

効果についてマルコフモデルを用いたシミュレ

ーションで検討した結果、ICER は約 330 万円

/QALY と費用対効果的であり、検診には失明減

少効果や失明期間の短縮、重症化受診者の減少

といった十分な医学的効果も有することが示さ

れた。	

	

E.  健康危険情報	
なし	

	

F.  研究発表	
1. 論文発表	

	 Tsubota	K,	Yokoi	N,	Watanabe	H,	Dogru	M,	

Kojima	T,	Yamada	M,	Kinoshita	S,	Kim	HM,	

Tchah	HW,	Hyon	JY,	Yoon	KC,	Seo	KY,	Sun	X,	

Chen	 W,	 Liang	 L,	 Li	 M,	 Tong	 L,	 Hu	 FR,	

Puangsricharern	V,	Lim-Bon-Siong	R,	Yong	TK,	

Liu	Z,	Shimazaki	J;	Members	of	The	Asia	Dry	

Eye	Society.	A	New	Perspective	on	Dry	Eye	

Classification:	Proposal	by	the	Asia	Dry	Eye	

Society.	 Eye	 Contact	 Lens.	 2020;suppl	

1:S2-S13.		 	

	 Mitsukawa	T,	Suzuki	Y,	Momota	Y,	Suzuki	S,	

Yamada	M.	Anterior	Segment	Biometry	during	

Accommodation	and	Effects	of	Cycloplegics	

by	 Swept-source	 Optical	 Coherence	

Tomography.	 Clin	 Ophthalmol	
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2020;14:1237-1243.	

	 佐渡一成、澤田瑞穂、宮沢栞奈、大滝由香、

佐渡真樹、佐藤美佳、伊藤桂子、佐藤裕子、平

塚義宗、山田昌和．眼科検診において判定可能

な眼科データが得られる割合についての検討．

臨眼	73:315-320,	2019	

	 重安千花,中島貴友,慶野博,池田佳介,	山根

みお,	 堀江大介,	 朝戸裕,	 山田昌和.	ハン

セン病における眼後遺症と視機能障害の現状.	

日本眼科学会雑誌 123:	51-57,	2019.	

	 重安千花、山田昌和、大家義則、川崎諭、東

範行、仁科幸子、木下茂、外園千恵、大橋裕一、

白石敦、坪田一男、榛村重人、村上晶、島﨑潤、

宮田和典、前田直之、山上聡、臼井智彦、西田

幸二；厚生労働科学研究費補助金難治性疾患政

策研究事業希少難治性角膜疾患の疫学調査研

究班，角膜難病の標準的診断法および治療法の

確立を目指した調査研究班．前眼部形成異常の

診断基準および重症度分類．日眼会誌	

124:89-95,	2020	

	 大家義則、川崎諭、西田希、木下茂、外園千

恵、大橋裕一、白石敦、坪田一男、榛村重人、

村上晶、島﨑潤、宮田和典、前田直之、山田昌

和、山上聡、臼井智彦、西田幸二；厚生労働科

学研究費補助金難治性疾患政策研究事業希少

難治性角膜疾患の疫学調査研究班，角膜難病の

標準的診断法および治療法の確立を目指した

調査研究班．無虹彩症の診断基準および重症度

分類．日眼会誌	124:83-88,	2020	

	 平形明人、山田昌和、川崎良．高齢化社会に

おける眼科医療の役割．Current	 Therapy	

38:184-191,	2020	

	

2. 学会発表	

	 山田昌和．公的な成人眼科検診．教育セミナ

ー．第 123 回日本眼科学会総会，東京，

2019/4/19	

	 重安千花，柳沼重晴，阿久根陽子，久須見有

美，山田昌和．正常者とドライアイ患者の涙液

分析．第 123 回日本眼科学会総会，東京，

2019/4/18	

	 Kusumi	Y,	Suzuki	Y,	Mitsukawa	T,	Shigeyasu	

C,	Matsuki	N,	Yamada	M.	Changes	of	

crystalline	lens	during	accommodation	

evaluated	by	anterior	segment	optical	

coherence	tomography.	37th	congress	of	the	

ESCRS,	Paris,	2019/9/16	

	 Yamada	M,	Kawashima	M,	Hiratsuka	Y,	Nakano	

T,	TamuraH,	Ono	K,	Murakami	A,	Tsubota	K.	

Assessment	of	physical	inactivity	and	

locomotor	dysfunction	in	adults	with	visual	

impairment.	37th	congress	of	the	ESCRS,	

Paris,	2019/9/16	

	 Suzuki	Y,	Mitsukawa	T,	Momota			S.	

Suzuki			Y.	Hama			A.	Tomita			M.	Yamada	M.	

Characteristics	of	ocular	biometric	

components	in	children	with	refractive	

errors.	37th	congress	of	the	ESCRS,	Paris,	

2019/9/16	

山田昌和，平塚	義宗,	高野	繁,	川崎	良,	田

村	寛,	北	善幸,	渡邉	友之,	中野	匡,	横山	

徹爾．詳細な眼科検査による本邦成人の眼疾患

調査．第 73 回日本臨床眼科学会，京都，

2019/10/24	

平塚	義宗,	川崎	良,	小野	浩一,	山田	昌和,	

山下	英俊．眼科医のための臨床疫学研究デザ
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眼検診あり	
（専門医・	
眼底写真）	

眼検診あり	
（非専門医・	
眼底写真）	

眼検診あり	
（非専門医・	
眼底写真+OCT）	

眼検診あり	
（専門医・	

眼底写真+OCT）	

vs	眼検診なし 
Base	case	

3,257,215円/QALY	
(12.3%) 

3,432,984円/QALY	
(12.3%) 

3,661,097円/QALY	
(21.5%) 

3,369,956円/QALY	
(26.2%) 

vs	眼検診あり	
（専門医・	
眼底写真）	

- 52,238,301円/QALY	
(0%) 

4,779,537円/QALY	
(10.5%) 

3,590,223円/QALY	
(15.8%) 

vs	眼検診あり 
（非専門医・	
眼底写真） 

- -	 4,301,453円/QALY	
(10.5%) 

3,245,496円/QALY	
(15.8%) 

vs	眼検診あり 
（非専門医・	
眼底写真
+OCT） 

-	 -	 -	 740,878円/QALY	
(5.9%) 

表1．検診の検査実施方法とICER、失明減少率	
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48 図1．One-way	SAで影響の大きい上位10のパラメータ	

ICER	[YEN/QALY]	

失明の効用値 

自然予後のMD	slope 

割引率 

治療からの脱落率 

薬物治療時のMD	slope 

40歳時の緑内障有病率 

薬物治療の費用 

要精検の検査受診率 

緑内障治療時の検査費用 

検診の費用 

Base	case	
3,257,215円/QALY	
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図2．検診開始年齢とICER、失明減少率	
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図３．検診の精度とICER、失明減少率	

a.	検診の感度とICER、失明減少率 

b.	検診の特異度とICER、失明減少率 

ICER								失明減少率 

ICER								失明減少率 
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【研究要旨】 

	 緑内障は本邦における視覚障害の原因疾患の 1 位であり、公衆衛生や医療経済上も影響

の大きい疾患である。緑内障患者は慢性進行性で不可逆性の視神経障害を生じるが、初期

から中期までは自覚症状がほとんどないため、緑内障患者の早期発見・早期治療を達成す

るには、患者の自覚症状や偶発性に依存しない住民検診が必要と考えられる。 

	 本研究では、緑内障患者のうち正常眼圧緑内障の割合が大きい日本の状況下における緑

内障検診の医療経済的効果と医学的効果（失明予防効果）を明らかにするために、決断分

析マルコフモデル（decision-analytic Markov model）を用いて住民検診の費用対効果評価を

行った。 

	 ベースケース分析の結果、検診群と非検診群を比較した場合、検診群の増加費用は 19,794

円、増加効用は 0.0061であり、ICER (Incremental Cost Effectiveness Ratio) は 3,257,215円

/QALY となり、検診が cost-effective であることが示された。累積失明者数は検診群におい

て非検診群よりも 12.3％減少し、失明者の平均失明期間は検診群で 9.14年、非検診群で 10.29

年であり、検診により失明の予防と失明状態で生存する期間の短縮が望めることが示され

た。感度分析を行った場合にも緑内障検診は十分に費用対効果的であり、モデルの頑健性

が示された。 

	 日本の臨床データをもとに緑内障を対象とした成人眼科検診の医学的効果、費用対効果

についてマルコフモデルを構築して評価したところ、検診介入が効果と費用対効果に優れ

ることが示された。 

 

	  



 

A.	 研究目的 

	 先進諸国において緑内障は視覚障害を引

き起こす主要な眼疾患である。日本では視

覚障害の原因疾患の 1 位であり、公衆衛生

や医療経済上も影響の大きい疾患である。

緑内障は慢性進行性の非可逆的な視神経の

障害をもたらす。現在のところ有効な治療

は眼圧を下げることであり、これにより視

神経障害の進行を遅くできるとされている。

緑内障によって失われた視機能は回復しな

いため、視神経障害が重度になる前に患者

を発見し治療を開始することが失明予防に

とって重要となる。 

	 しかしその一方で、緑内障患者（特に初

期から中期の患者）は自覚症状がほとんど

ないため、自ら医療機関を受診することが

少ない。緑内障と診断されず治療されずに

いる場合が多く、日本の住民ベースの疫学

研究においても 92%の緑内障患者が新しく

発見されたと報告されている。このことは、

緑内障患者の早期発見・早期治療を達成す

るには、患者の自覚症状や偶発性に依存し

ない住民検診（community based screening）

が必要であることを示している。特に加齢

が緑内障の発症と進行における重要なリス

クファクターなので、中年以上を対象とし

た眼科検診が有用と考えられる。 

	 緑内障検診の有効性を示すランダム化比

較試験は今のところ存在しないが、緑内障

検診の Cost-Effectiveness Analysis (CEA)は

様々な国において実施されている。しかし

これらの報告における緑内障検診の評価は

一様ではない。例えば、緑内障の病型の 1

つである閉塞隅角緑内障が比較的多い中国

やインドにおける緑内障検診の CEA では、

検診は cost-effective となることが報告され

ている。一方、原発性開放隅角緑内障

（POAG; primary open angle glaucoma) が主

体の欧米の報告では、cost-effectiveになると

いう報告と否定的な報告がある。このこと

は、検診の経済的評価が対象とする住民の

状況（有病率や緑内障の病型）により大き

く変化することが示唆される。 

	 日本の緑内障患者の大半は開放隅角緑内

障であり、閉塞隅角緑内障が少ない点で欧

米と類似している。しかし、欧米では眼圧

の高い POAGがほとんどであるのに対し、

日本では眼圧は正常範囲である正常眼圧緑

内障(NTG; normal tension glaucoma)が大半

である点で異なっている。NTGは POAGよ

りも視野障害の進展が遅いが、やはり慢性

進行性であり長期的には失明リスクがある。

また、NTGの眼圧はもともと正常範囲であ

るが、視野障害の進行を遅らせるためには

更に眼圧を低くする必要がある。このため、

早期発見し、早期に眼圧下降の治療を行う

ことは失明の抑制に有効であると期待され

る。しかし緑内障患者の主体が NTGである

本邦における住民検診の医療経済的効果は

わかっていない。 

	 本研究では、緑内障患者の NTG比率が大

きい日本の状況下における住民を対象とし

た緑内障検診の医療経済的効果と feasibility

を明らかにするために、決断分析マルコフ

モデル（decision-analytic Markov model）を

用いて住民検診の費用対効果評価を行った。 

 

B. 研究方法 

マルコフモデルのデザイン 

長期間の繰り返しイベントをモデル化す



るのに優れたマルコフモデルを用いて、検

診効果の見積もりを行った。モデル作成、

分析には TreeAge Pro 2017を用いた。図 1

に決断樹とマルコフモデルからなるモデル

の概略を示す。決断樹（図 1a）では眼検診

を実施する場合（検診群、with screening）

としない場合（非検診群、without screening）

の 2つの strategyを想定した。非検診群は現

行を反映した strategyであり、偶発的な眼科

受診（偶発受診）と重症で自覚症状が現れ

たことによる受診（重症化受診）の 2 つの

受診契機があると設定した。検診群では偶

発受診と重症化受診のほかに、検診による

受診契機が加わるとした。2つの strategyに

おいて、正常な人が緑内障を発症し、徐々

に視野障害が進展し、ついには失明すると

いう状態変化を図 1b に示すマルコフモデ

ルを用いてシミュレーションした。緑内障

の状態は、視野障害の指標である MD 値で

区分けした軽度、中等度、重度、失明の 4

段階を想定した。MD 値の区分けは、後で

示す効用値の区分に合わせた。またこのマ

ルコフモデルでは、様々な受診契機により

医療管理下に置かれた緑内障患者の治療

（図 1c）についても併せて検討を行った。 

モデルに使用したパラメータを表１に示

す。使用したパラメータは可能な限り日本

人を対象とした臨床研究データを利用し、

該当がない場合は海外のデータを利用した。 

 

仮想コホートの設定 

1サイクル 1年のモデルにおいて、2万人

の 40 歳の仮想コホートが死亡するか 90 歳

になるまで（最長 50 サイクル）計算した。

シミュレーションにはマイクロシミュレー

ションを用いた。2 万人の仮想コホートに

は、日本の NTG を含む POAG の有病率に

従って、40歳時点で 1.71％の緑内障患者が

いると設定した。これらのモデル開始時点

（40歳）ですでに緑内障に罹患している患

者は軽度と中程度の状態にあり、全員がま

だ診断されていないとした。緑内障に罹患

していない正常者の MD値は 0dBだが、40

歳ですでに罹患している緑内障患者の重症

度は軽度または中等度で、軽度では

-5dB<=MD<=0dB の範囲の三角分布の確率

分 布 に 従 っ た MD 値 、 中 等 度 で

-15dB<=MD<-5dB 範囲の三角分布の確率分

布に従った MD 値をとると仮定した。これ

らの MD値は両眼同じ値とした。 

 

状態遷移 

OAG の有病率から算出した罹患率に従

って、正常人から軽度の状態の緑内障を発

症するとした。発症時のMD値は 0dBだが、

患者の治療ステージに依存した MD スロー

プ値（年間あたりの視野障害進行を dB/年で

表したもの）を 1サイクルごとに MD値に

加えることで、MD 値が悪化していくとし

た。MD 値が範囲を超えると次の状態（例

えば軽度から中等度）に移行するとした。

治療ステージが異なると加算する MD スロ

ープ値は変化する。このため、同じ患者で

も、片目のみ既手術で、もう片目が未手術

だと加算する MD スロープ値が異なり、両

眼の MD値が同じ値にならない。この場合、

良い眼（MD 値が大きい方）の MD 値で状

態遷移の判断を行うとした。 

 

MD スロープ 

MD スロープ値は、未治療、薬物治療、

手術治療によって変化するとした。薬物治



療ではさらに、治療が奏効した場合と奏効

しない場合で MD スロープ値が異なるとし

た。これら 4つの治療ステージの MDスロ

ープ値は、日本人の NTG患者の報告から抽

出した（表１）。患者ごとの視神経障害の進

行の多様性を反映させるために、各治療ス

テージでの MD スロープ値は固定値ではな

く、4 つの治療ステージそれぞれで MD ス

ロープ値の確率分布から患者ごとにサンプ

リングした値とした。MD スロープ値はガ

ンマ分布に従っていると仮定した。ガンマ

分布のアルファとラムダは文献の平均値と

標準偏差から算出した。患者のサンプリン

グはシミュレーション開始時に各治療ステ

ージにつきそれぞれ 1 回行われ、シミュレ

ーションが終了するまで再サンプリングは

行わないとした。 

サンプリングはランダムに行われるので、

未治療の MD スロープ値よりも治療中の

MD スロープ値が悪い（治療した場合の方

が、緑内障が進行する）という場合がでて

しまう。本検討では、このような非現実的

な状況を除外するために、薬物治療や手術

治療の MD スロープ値として未治療の MD

スロープ値よりも悪い値がサンプリングさ

れた場合、未治療の MD スロープ値をその

まま使用することとした。これは治療して

もしなくても進行が変化しない状況（治療

が無効の状況）を反映している。 

 

治療 

発見された患者は医学的管理下におかれ、

点眼 1 剤の薬物療法から治療が始まり、非

奏効確率に従って治療が奏効しない状態を

設定した。非奏効の場合には点眼薬剤を 1

剤追加し、3 剤まで点眼薬が追加されると

した（図 1ｃ）。点眼 3剤まで到達した患者

は、手術適応患者と非適用患者の 2 つに分

け、手術適応患者は点眼 3 剤が非奏効にな

ると手術確率に従って緑内障手術を実施す

ることとした。一方、手術非適用患者は手

術することなく、点眼 3 剤のままで維持す

るとした。手術適応と非適応の分類は、薬

物治療奏効時の MD スロープ値と薬物治療

時の脱落回数から判断した。薬物治療奏効

時の MD スロープ値が-0.5dB よりも悪い場

合、あるいは脱落回数が 3 回以上の場合に

手術適応とした。これは日本の緑内障治療

ガイドラインの手術適応が薬物治療で奏効

しない場合、あるいはアドヒアランス不良

の場合となっていることを反映したもので

ある。 

手術は濾過手術を想定し、初回手術確率

は文献から抽出した再手術率を参考に年間

20％と仮定した。手術は片眼ずつ確率にし

たがって行うこととした。術後の合併症は

短期合併症として一過性高眼圧などによる

視野悪化、長期合併症として眼内炎（濾過

胞炎）を想定した。短期合併症は術後 1 年

まで、長期合併症は術後の経過年数に関わ

らず適用し、合併症を発症した場合には視

野障害が大幅に増悪するとして、MD 値を

-6dB加算することとした。 

 

治療からの脱落 

緑内障は初期や中等度の状態では患者の

自覚症状に乏しいため、治療継続の動機が

薄く、治療からの脱落は大きな問題として

知られている。モデルでは日本人 POAGの

治療アドヒアランスの報告を参考にして、

治療初年度の軽度緑内障患者は年間 33.4％、

治療次年度以降は年間 11.7％が脱落すると



した。また中等度と重度の緑内障患者は年

間 11.7％が治療から脱落するとした。脱落

した者は検診受診、偶発受診、重症化受診

によって再発見された場合に治療に復帰す

るとした。 

 

受診契機と検診スケジュール 

非検診群での受診契機は、偶発受診と重

症化受診の 2 つを設定した。偶発受診はほ

かの眼疾患などによる受診により偶然緑内

障が発見される場合である。現実では様々

な受診経緯が考えられるが、モデルでは、

老視の有病者が眼科を受診することで緑内

障が発見されると仮定した。日本の老視の

有病率は 40歳以上において 43.8％との報告

があるので、罹患率を年間 3％と見積もり、

このうち 20％が眼科を受診して偶然に緑内

障が発見されると仮定した。ただしこの受

診確率が適用されるのは老視罹患初年度の

みとして、それ以降の偶発受診は設定しな

いこととした。また老視の罹患にかかわら

ず、緑内障の stageが重度になった初年度に

は 20％が眼科を受診するとした。重症化受

診は患者の自覚症状による受診で、100％が

眼科を受診し、緑内障と診断されるとした。

重症化受診の対象者は、良い眼の MD 値が

-20dB以下の場合とした。 

検診群では、偶発受診と重症化受診に加

えて定期的な眼科検診による眼科受診があ

るとした。眼科検診のスケジュールは、ベ

ースケースでは 40歳から 5年に 1度の頻度

で 74 歳まで行う（最後の検診時の年齢は

70歳）とした。この検診対象年齢は特定健

診に合わせたものである。検診の受診率は、

特定健診の受診率を参考にして 50％とした。

検診受診で要精検となった後の精密検査受

診率は 60％と仮定した。 

 

感度・特異度 

ベースケース分析では、眼科医が判読す

る眼底写真での緑内障検診の感度・特異度

は緑内障診断の精度評価研究で得られた数

値を用いた。同研究では、眼科医が眼底写

真と OCTで判定する場合、眼科医以外が眼

底写真で判定する場合、眼科医以外が眼底

写真と OCT で判定する場合についても感

度・特異度の検討が行われているので、こ

れらの感度・特異度を用いて検診の評価も

併せて行った（中野の研究報告書を参照）。 

 

効用値 

正常者の効用値は 1 とした。軽度、中等

度、重度の効用値は日本の緑内障患者を対

象とした効用研究のデータを用いた。失明

時の効用値は白内障患者を対象とした効用

研究のデータを利用した。なおいずれの効

用値も悪い眼が基準のものであるが、本研

究では保守的に悪い眼を基準とした効用値

を良い眼を基準にした効用値としてシミュ

レーションを行った。 

手術施行例など両眼の治療状態が異なる

場合、両眼の MD 値が同じでなくなる。こ

の場合、stageは良い眼に合わせて割り当て

るので、効用値は良い眼の MD 値に該当し

た効用値となる。しかし悪い眼が失明状態

に至った場合に限っては、良い眼で割り当

てられた stageとその一つ下の stageの効用

値の中間値とした。これは、効用値が悪い

眼の影響も受けることを考慮したものであ

る。 

 

費用 



モデルで使用した費用は直接医療費とし

た。検診費用や緑内障と確定するための精

密検査費用、重症度別の年間検査費用、手

術費用、合併症手術費用はレセプトデータ

を一部利用して、専門家の意見より概算し

た。薬物療法費用はラタノプロスト点眼薬

1 剤の年間費用に、処方薬剤数を乗じた値

とした。円からドルへの換算は 1 米ドル＝

109 円とした（基準外国為替相場 2020 年 2

月）。 

 

費用効用分析 

モデルを用いて、医療管理下に置かれて

ない 40 歳（2 万人）を死亡するか 90 歳に

なるまでシミュレーションし、シミュレー

ション終了時における 1 人当たりの累積費

用と QALYを計算した。費用と QALYは日

本のガイドラインを参考にして 1 年当たり

2％の割引を適用した。累積費用と QALY

から Incremental Cost Effectiveness Ratio 

(ICER)を算出した。費用効果的と判断する

閾値は、日本人の支払い意思額（WTP: 

willingness to pay）である 500万円/QALYを

用いた。 

 

その他のアウトカム 

失明者数、平均失明期間、患者数、緑内

障診断数、平均薬物治療期間はマルコフモ

デルのマイクロシミュレーションにおいて

トラッカー変数を用いることで計算した。

これらの値はすべてシミュレーション終了

時点の値なのでシミュレーション期間中に

死亡した人も含めた累積値である。なお、

平均失明期間と平均薬物治療期間はそれぞ

れ失明者 1 人当たり、緑内障発見者 1 人当

たりの期間とした。 

失明抑制率は失明者数を用いて下記の式

で計算した。 

失明抑制率＝（1-検診群の失明者数/非検

診群の失明者数）x100 (%) 

また 40歳以上の失明者数は 1サイクルご

との生存者中の失明者割合を算出し、そこ

に 2017 年時点の日本の人口を乗じること

によって算出した。 

 

感度分析 

	 ベースケース分析の結果への個々のパ

ラメータの影響を調べるために、表１に示

した範囲でパラメータをそれぞれ動かして

One-way Sensitive Analysis (One-way SA)を

行った。 

また、ベースケース分析で用いた眼科医

が判読する眼底写真で判定する検診の代わ

りに別の方法で検診を行った場合の検診の

非検診と比較した際の優位性について検討

した。別の検診方法としては、非眼科医が

眼底写真で判定する場合、非眼科医が眼底

写真と OCT検査で判定する場合、眼科医が

眼底写真とOCT検査で判定する場合の 3ケ

ースを想定した。これらの検診方法では検

診の感度と特異度が変わるとした。また

OCTを加えた検診では検診費用が眼底写真

のみの 2000 円から 4000 円に増加するとし

た。この結果の詳細については中野の研究

報告書に詳述した。 

さらに最適な検診スケジュールを得るた

めに、検診開始年齢、検診終了年齢、検診

間隔を表 1 に示した範囲で動かして、各検

診スケジュールにおける ICER と失明者抑

制率を算出した。検診プログラムの検診開

始年齢、検診間隔、検診終了年齢、検診間

隔と ICER および失明抑制率の関係性につ



いてもそれぞれ検討をおこなった。この結

果の詳細については高野の研究報告書に詳

述した。 

パラメータの不確実性を考慮するために

Probabilistic Sensitivity Analysis(PSA)を行っ

た。各パラメータの確率分布からサンプリ

ングを 1 万回実施し、得られた 1 万データ

セットにおける費用と QALYを算出し、受

容曲線(cost-effectiveness acceptable curve)を

求めた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、

厚生労働省、文部科学省による「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に従

った。今回の研究内容は倫理審査委員会の

承認は不要と考えられるが、データソース

として用いた先行研究は倫理指針に従い、

医療法人社団信濃会・信濃坂クリニック治

験審査委員会、杏林大学医学部倫理委員会

の審査を受け、承認を受けている（承認番

号 1034および 744）。 

 

C. 結果 

ベースケース分析 

ベースケース分析の結果を表 2 に示す。

検診群と非検診群を比較した場合、検診群

（眼科医が判読する眼底写真での緑内障検

診）の増加費用は 19,794円で、増加効用は

0.0061であった。ICERは 3,257,215円/QALY

となり、ICERの許容範囲の上限となるWTP

は日本では 500万円/QALYとされているの

で、検診は cost-effective であることが示さ

れた。 

累積失明者数は検診群において非検診群

よりも 12.3％減少することがわかった。1

サイクルごとの生存者中の失明者割合に該

当する年齢の人口をかけて求めた 40 歳以

上の失明率は、検診群で 0.0535％、非検診

群で 0.0696％であり、人口で調整した場合

も 23.1％の失明抑制効果があることが示さ

れた。 

その他のアウトカムでは、失明者の平均

累積失明期間が、失明者 1 人当たり検診群

で 9.14 年、非検診群で 10.29 年であり、検

診により失明状態で生存する期間の短縮が

望めることが示された。2 万人の仮想コホ

ートのサイクルエンドでの累積緑内障診断

者数は検診群で 686 人、非検診群で 374 人

であり、1560人の累積緑内障患者のうち検

診では 44.0％が発見されるが、非検診では

24.0％しか発見されないことになった。一

方で、医療管理下の患者一人当たりの平均

累積治療期間は検診で 15.96 年、非検診群

で 13.81 年であり、検診により治療期間が

2.15年長くなることがわかった。 

 

感度分析 

39 個のパラメータにおいて One-way SA

を行った。影響の大きい上位 10項目の結果

を表 3 に示す。モデルにおいてもっとも影

響の大きいパラメータは失明時の効用値で、

次に影響の大きいものは緑内障の自然予後

であり、この 2 つのパラメータはモデルの

cost-effectiveness を変える大きな影響があ

ることが分かった。その他のパラメータで

は治療脱落率、40歳時点の有病率、要精検

時の精密検査受診率は比較的大きな影響を

示すが、ICERは WTP以下であり、結果へ

の影響は小さいことが分かった。 

パラメータの不確実性を考慮した PSAで

は、増分費用と増分効用がマイナスになる



場合はなかった（図 2）。PSAから求められ

た受容性曲線(cost-effectiveness acceptability 

curve) か ら 、 検 診 が 50 ％ の 確 率 で

cost-effectiveとなるのは ICER＝3,104,100円

/QALY だった（図 3）。WTP が 500 万円

/QALYにおいて検診群が非検診群に対して

費用対効果となる確率は、88％となり、検

診の優位性が示された。 

 

D. 考察 

	 マルコフモデルを用いたシミュレーショ

ンにおいて、日本における緑内障を対象と

した成人眼科検診の費用対効果は非検診と

比較した場合、約 330 万円/QALY であり、

費用効果的であることが分かった。また、

検診には失明抑制効果や失明期間の短縮、

重症化受診者の減少といった効果も見込め

ることが示された。モデルに使用したパラ

メータには不確実性があるが、それらを考

慮した PSA においても ICER＜＝500 万円

/QALYとなる確率は 88％であり、検診が高

い確率で cost-effective となることが示され

た。 

先行研究では、POAG の検診介入は偶発

受診を含む非検診と比較して費用効果的に

ならないことが多い。中国では PACG への

検診介入は cost-effective だが、POAG への

介入は not cost-effectiveと報告されている。

フィンランドでは、POAG の 50-79 歳を対

象とした 5 年に 1 回の検診介入は、高齢者

で は cost-effective だ が 、 若 者 で は

cost-effective があまりよくないと報告され

ており、早期発見が費用効果的にならない

ことを示している。イギリスの報告でも、

検診は cost-effective にならないとされてい

る。ただしイギリスの検討では、40歳の緑

内障有病率が 3-4％であれば、cost-effective

になると示しており、若年での有病率が若

年からの検診を cost-effective にする大きな

要因だと示している。 

本研究の検討で緑内障を対象とした成人

眼科検診が cost-effective になった要因の 1

つは、日本人における若年者の緑内障有病

率の高さだと考えられる。多治見スタディ

でも、40-49歳の OAG（NTGを含む）は 2.0％、

50-59 歳では 2.7％と若年者の高い有病率が

報告されている。本モデルでもこの数値を

使用し、シミュレーションを行った。一方、

Cost-effectiveにならない先行研究のOAGの

有病率は、中国で 1.2％（50歳以上）、フィ

ンランドで 0.7-1.0％（50 代）、イギリスで

0-0.2％（40代）と本研究と比較して若年者

の有病率は低い。このことから、若年で有

病率が高い場合には、検診の費用対効果が

良くなることがわかる。日本人に多い緑内

障のタイプである NTG は発症年齢が比較

的若く、徐々に進行して、視覚障害や失明

に至るのは 70歳以降であることが多い。40

歳代での有病率が高いことに平均寿命が長

いことが相まって緑内障検診を費用効果的

にするものと推測される。費用対効果が良

い結果になった他の要因としては自然予後

で進行の早い群の存在がある。日本人の緑

内障の大半を占める NTG の自然予後は進

行が遅いが、ある一定の割合で進行が速い

症例が存在することが知られている。本検

討では、緑内障の状態遷移を遷移確率で行

うのではなく、各個人に確率分布からサン

プリングした MD スロープ値を割りあてる

ことで、進行の個人差をモデルに反映させ

ている。 

	 本研究ではモデル化に際して治療方法の



単純化などのさまざまな制約があるのでモ

デルの妥当性を検証するために、報告され

ている本邦の失明率データと今回のモデル

で算出される結果を比較した。モデルで算

出された 40 歳以上の人口で調整した非検

診群での緑内障による失明率は 0.0696％で

本邦の失明率データ 0.07％とほぼ同じ値と

なり、本モデルは現状をある程度妥当に反

映していると考えられた。 

	 本モデルで設定したパラメータに伴う不

確実性の影響を検討するために行った One 

way SAにおいては、失明時の効用値と自然

予後の MD スロープ値が結果に大きな影響

を及ぼすことが示された。本研究では感度

分析の範囲を+/-50％として計算したため、

失明時の効用値が最大の場合や、自然予後

の MD スロープ値が最小の場合に ICER が

閾値を超えるようになった。モデルの結果

をより頑健なものにするためには、不確実

性を小さくするための更なる研究（特に効

用値と自然予後について）が必要であると

考えられた。また、本研究で使用している

効用値は日本人のデータであるが、悪い眼

を基準とした効用値をモデルにおいては良

い眼の効用値として使用した。本検討では

効用値の低下を控えめに見積もっているが、

それでも緑内障検診は十分に費用対効果的

であり、モデルの頑健性が示されたと考え

られる。 

 

E. 結論 

緑内障を対象とした成人眼科検診の効果、

費用対効果を日本の臨床データをもとにマ

ルコフモデルを構築して評価したところ、

検診介入が効果と費用対効果に優れること

が示された。 

 

F.	 健康危険情報 

なし 

 

G.	 研究発表 

1.	 論文発表 

なし 

2.	 学会発表 

なし 

 

H.	 知的財産権の出願･登録状況 

1． 特許取得	 	 	 なし 

2． 実用新案登録	 なし 

3.	 その他	 	 	 	  なし	  

 

  



 

表 1．モデルパラメータ 

 

モデル 

パラメータ 
条件 ベースケース値 

範囲 

（感度分析） 

確率分布 

（感度分析） 
文献 

初期状態 

（40 歳） 
     

正常  98.29% -  - 

   MD 値  0.00dB -  - 

 緑内障罹患

者 
 1.71% 0.5% - 5% Triangular 

多治見スタデ

ィ（2008） 

  割合 軽度 80% 60% - 100% Triangular 班会議資料 

   中等度 20% 0% - 40% - 班会議資料 

  MD 値 軽度 

Triangular: min 

0dB, likeliest 

-3dB, max -5dB 

- - - 

 中等度 

Triangular: min 

-5.01dB, likeliest 

-5.02dB, max 

-15dB 

- - - 

      

モデル終了年

齢 
 90 歳 - - - 

      

検診開始年齢  40 歳 
40、50、60、70

歳 
- - 

検診終了年齢  74 歳 
50、60、70、74、

80、90 歳 
- - 

      

検診間隔  5 年 1-10 年 - - 

 年齢     

罹患率 40-54 0.068% ±50% Triangular 
多治見スタデ

ィ（2008） 
 55-64 0.204% ±50% Triangular 

 ≧65 0.205% ±50% Triangular 

      

死亡率  2017 年死亡率 - - - 



年齢別人口  2017 年人口 - - - 

      

受診率      

検診  50.00% 
30.00% - 

100.00% 
Triangular - 

偶発（検診以

外） 
 20.00% 10.00% - 50.00% Triangular - 

偶発受診 

対象者 

重度になった 

初年度 
- - -  

 

老視になった 

初年度（ただし治

療脱落者は除く） 

- - -  

老視罹患率  3.00% 1.00% - 5.00% Triangular 

Arch. 

Ophthalmol., 

2008, 

126(12), 

1731-9. 

      

重症化受診 
Better eye: MD≦

-20dB 
100.00% 

50.00% - 

100.00% 
Triangular - 

      

精密検査 

受診率 
 60.00% 

30.00% - 

100.00% 
Triangular - 

      

脱落 軽度・初年度 33.4% 10% - 50% Triangular 
JJO、2014, 

58, 68-74.  
軽度・次年度

以降 
11.7% 5% - 50% Triangular 

 中等度 11.7% 5% - 50% Triangular  

 
MD＞-20dB の重

度 
11.7% 5% - 50% Triangular  

 

薬物治療が 3

剤、MD≦-20dB

の重度、手術後 

0% - - - 

      

感度・特異度      

検診感度     2019 年 



班会議資料 

 専門家  眼底写真 55% 53% - 58% Triangular 

2019 年 

班会議資料 

 

 
 眼 底 写 真 ＋

OCT 
83% 81% - 84% Triangular 

 非専門家  眼底写真 56% 53% - 58% - 

 
 眼 底 写 真 ＋

OCT 
78% 76% - 80% - 

検診特異度     
 専門家  眼底写真 94% 94% - 94% - 

 眼底写真＋OCT 93% 92% - 93% Triangular 

 非専門家  眼底写真 90% 89% - 90% - 

 眼底写真＋OCT 91% 90% - 91% - 
     
効用値 良い眼の MD 値     

正常 MD＝0dB 1.00 -  - 

軽度 -5dB≦MD≦0dB 0.918 0.910 – 0.957 Triangular 

臨床眼科、

2006, 60(5), 

813-816. 

中等度 
-15dB≦MD＜

-5dB 
0.910 0.875 – 0.918 Triangular 臨床眼科、

2006, 60(5), 

813-816. 

 

重度 
-25dB＜MD＜

-15dB 
0.875 0.834 – 0.910 Triangular 

失明 MD≦-25dB 0.53 ±50% Triangular 

      

 悪い眼が失

明状態の場合 

良い眼の状態の

効用値とその一

つ下の効用値の

中間値 

    

      

費用      

検診費用  眼底写真 2,000 円 
1,000 円 – 

3,000 円 
Triangular 

- 

 眼底写真＋OCT 4,000 円 
2,000 円 – 

5,000 円 
Triangular 

 

精密検査費用  13,960 円 ±50% Triangular - 

      



経過観察費用 軽度 27,340 円/年 ±50% Triangular - 

 中等度 38,560 円/年 ±50% Triangular - 
 重度・失明 61,310 円/年 ±50% Triangular - 
    Triangular  

薬物療法費用  16,425 円/1 剤 ±50% Triangular 

Jpn J Pharm 

Health Care 

Sci., 40(9) 

500―506 

(2014) 
      
手術費用  700,000 円 ±50% Triangular - 

合併症費用  800,000 円 ±50% Triangular - 
      
割引率  2.00% 0.00% - 5.00% - - 

      

治療      

自然予後  

Mean: -0.47 dB/yr 

SD: -0.33 dB/yr 

(gamma: alpha 

2.03, lambda 4.32) 

±50%* Triangular 
JJO、2017, 

61, 314-323. 

薬物療法奏効

時の進行 
 

Mean: -0.31 dB/yr 

SD: -0.3 dB/yr 

(gamma: alpha 

1.07, lambda 3.44) 

±50%* Triangular 

JJO、2017, 

61, 314-323. 

Clin. 

Ophthalmol., 

2010, 5, 4, 

1137-43. 

薬物療法非奏

効確率 
 23.28% 5.0% -50.0% Triangular 

薬物療法非奏

効時の進行 
 

Mean: -0.50 dB/yr 

SD: -0.65 dB/yr 

(gamma: alpha 

0.59, lambda 1.18) 

±50%* Triangular 
JJO、2017, 

61, 314-323. 

      

手術実施確率 初回手術 20.0% ±50% Triangular - 

 再手術 27.9% 5.0% -50.0% Triangular 
AJO, 2009, 

148(5), 685. 

手術対象者  
3 剤非奏効で、薬

物治療中の脱落

脱落 1 回 – 5 回

/ MD スロープ
Triangular - 



が 3 回以上または

薬物奏効時の MD

スロープ値が

<-0.5dB/年 

値<-0.3dB/年 

- <-1.0dB/年 

手術が奏効

した時の進行 
 

Mean: -0.19 dB/yr 

SD: -0.2 dB/yr 

(gamma: alpha 

0.90, lambda 4.75 

±50%* Triangular 
JJO、2017, 

61, 314-323. 

      

合併症発症確

率 
     

 短期合併症

（一過性高眼

圧） 

術後初年度のみ 6.30% 2.07% - 10.5% Triangular 

眼科手術, 

2008, 21, 

375-381. 

 長期合併症

（眼内炎） 
 0.60% 0.048% - 1.16 % Triangular 

Yamamoto T 

et al., 

Ophthalmol. 

2011, 118(3), 

453. 

      

合併症発症時

の視力予後 
 -6dB 進行 -3 - -9 Triangular  

      

      

 
 

 

 

 

  



表 2．ベースケース分析の結果（2万人の仮想コホート） 

 

 検診あり 検診なし 
検診ありと検診なし 

の差分 

費用/人 [YEN] 33,572 13,777 19,794 

QALY/人 28.2901 28.2840 0.0061 

ICER [YEN/QALY] - - 3,257,215 

失明者数（2 万人の仮想

コホート中） 
57 65 8 

失明抑制率 

 
- - 12.3% 

失明してからの平均生存

期間（年） 
9.14 10.29 1.15 

累積緑内障患者数 

 
1560 1560 - 

累積緑内障診断者数 

 
686 374 312 

検診を契機に発見された

緑内障患者数 
517 - - 

重度の緑内障に至る患者 

 
173 235 62 

緑内障として治療を受け

る期間（年） 
15.96 13.81 2.15 

 

 

 

 

  



表 3． One-way sensitive analysisの結果 (上位の 10パラメータ) 

 

 
Base-case 

value 
上限値 下限値 

上限値 

の時の ICER 

下限値 

の時の ICER 

失明時の効

用値 
0.53 0.795 0.265 9,617,008 1,960,634 

自然予後の

MD スロー

プ 

Mean: -0.47 

dB/yr 

SD: -0.33 

dB/yr 

 

ベースケー

ス値の 1.5倍 

ベースケー

ス値の 0.5倍 
2,088,088 8,266,007 

治療脱落率 0.117 0.5 0.05 4,277,267 2,554,458 

40 歳時の緑

内障有病率 
0.01709 0.05 0.005 2,306,265 3,789,925 

要精検の精

密検査受診

率 

0.6 1 0.3 2,794,778 4,007,449 

薬物治療中

の MD スロ

ープ 

Mean: -0.31 

dB/yr 

SD: -0.3 

dB/yr 

 

ベースケー

ス値の 1.5倍 

ベースケー

ス値の 0.5倍 
3,585,940 2,405,274 

薬物治療費 16425 8212.5 24637.5 3,815,424 2,699,005 

割引率 0.02 0.04 0 3,880,655 2,768,691 

検診の費用 2000 3000 1000 3,675,245 2,839,184 

治療中の検

査費用 
38560 57840 19280 3,601,922 2,912,507 
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「成人眼科検診による眼科疾患の重症化予防効果  
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分担研究報告書  

「緑内障検診の検診スケジュールの最適化」  

 

研究分担者	 高野	 繁	  	 公益社団法人日本眼科医会・顧問  
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【研究要旨】 

	 緑内障は視覚障害の主要な原因疾患の１つであり、不可逆性に進行して視機能障害を生

じる加齢性・変性疾患である。緑内障の治療は視機能の現状維持、進行の遅延が目標とな

るので、緑内障を早期に発見する検診プログラムの開発が今後の視覚障害者の増加、視覚

障害による疾病負担の増加を抑制することに繋がると考えられる。 

	 本研究では、成人眼科検診の緑内障に関する医療経済的効果と医学的効果（失明予防効

果）を明らかにするために、決断分析マルコフモデルを用いた評価を行った。ここでは特

に検診の実施可能性を考える上で重要な課題である検診スケジュールの最適化について検

討した。検診開始年齢、検診終了年齢、検診間隔をそれぞれ変動させて、168パターンの検

診プログラムについて ICERと失明者抑制率を算出したところ、ICERの範囲は 2,120,242円

/QALY から 7,497,064 円/QALY、失明抑制率は-1.5％から 66.2%となり、プログラムの選択

により費用対効果や失明抑制率が大きな影響を受けることが示された。検診開始年齢が早

いと ICERが低く、しかも失明減少率が高くなったが、一方で検診終了年齢は失明減少率と

の相関がほとんどなく、終了年齢が高いほど ICERは上昇した。 

	 費用対効果と失明抑制効果の双方から優れた検診プログラムとするには、若い年代（40

歳）からできるだけ頻回（できれば 2-3年に 1回）に行うのが良いと考えられた。 

 

	  

A.	 研究目的 

本邦には 2007年の時点で 164万人の視覚

障害者(有病率 1.3％)がいると推定され、今

後の社会の高齢化に伴って視覚障害の有病

者数は 2030年には 200万人に達すると予測

されている。本邦の視覚障害に伴う疾病負

担の換算額は年間 8 兆 8 千億円にのぼるこ

とも報告されており、視覚障害に伴う疾病



負担も今後増大すると予想される。視覚障

害の主要な原因疾患の多くは加齢性・変性

疾患であり、治療の目標は視機能の現状維

持におかれる。従って、これらの加齢性・

変性眼疾患を早期に発見する検診プログラ

ムの開発が今後の視覚障害者の増加、視覚

障害による疾病負担の増加を抑制すること

に繋がると考えられる。 

現在の公的な成人眼科検診はごく一部の

自治体で行われているに過ぎず、対象年齢

や検診間隔、検診内容がさまざまで不統一

であり、事後評価も十分になされていない。

従って、成人を対象とした眼科検診プログ

ラムの医学的根拠や費用対効果は確立され

ていない。 

本研究では、住民を対象とした緑内障検

診の医療経済的効果と医学的効果（失明抑

制率）を明らかにするために、決断分析マ

ルコフモデル（ decision-analytic Markov 

model）を用いて住民検診の費用対効果評価

を行った。ここでは、特に成人眼科検診の

開始年齢、検診間隔、検診内容を変えた場

合の変化を分析し、検診プログラムの最適

化を試みた。 

 

B. 研究方法 

	 マルコフモデルのデザイン、仮想コホー

トの設定、各パラメータの設定については

後藤の分担研究報告書に詳述したとおりで

ある。使用したパラメータは可能な限り日

本人を対象とした臨床研究データを利用し、

該当がない場合は海外のデータを利用した。 

検診群では、偶発受診と重症化受診に加

えて定期的な成人眼科検診を契機とした眼

科受診があるとした。成人眼科検診のスケ

ジュールは、ベースケースでは 40歳から 5

年に 1度の頻度で 74歳まで行う（最後の検

診時の年齢は 70歳）とした。この検診対象

年齢は特定健診に合わせたものである。検

診の受診率は、特定健診の受診率を参考に

して 50％とした。検診受診で要精検となっ

た後の精密検査受診率は 60％と仮定した。 

ベースケース分析の結果への個々のパラ

メータの影響を調べるために、パラメータ

をそれぞれ動かして One-way Sensitive 

Analysis (One-way SA)を行った。最適な検診

スケジュールを得るために、検診開始年齢、

検診終了年齢、検診間隔を変えて、168 パ

ターンの検診スケジュールにおける ICER

と失明者抑制率を算出した。検診プログラ

ムの検診開始年齢、検診間隔、検診終了年

齢、検診間隔と ICER および失明抑制率の

関係性についてそれぞれ検討をおこなった。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、

厚生労働省、文部科学省による「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に従

った。今回の研究内容は倫理審査委員会の

承認は不要と考えられるが、データソース

として用いた先行研究は倫理指針に従い、

医療法人社団信濃会・信濃坂クリニック治

験審査委員会、杏林大学医学部倫理委員会

の審査を受け、承認を受けている（承認番

号 1034および 744）。 

 

C. 結果 

	 ベースケース分析では検診として眼科医

が判読する眼底写真での緑内障検診を想定

し、40 歳から 5 年に 1 度の頻度で 74 歳ま

で行う（最後の検診時の年齢は 70歳）場合

を設定している。この場合、検診群の増加



費用は 19,794円で、増加効用は 0.0061であ

った。ICER は 3,257,215 円/QALY となり、

日本では 500万円/QALYとされているWTP 

を下回ることから、検診は cost-effective で

あることが示された。 

検診開始年齢、検診終了年齢、検診間隔

をそれぞれ変動させた 168 パターンの検診

プログラムについて ICER と累積失明減少

率を算出した結果を図１と図 2 に示す。す

べての検診プログラムで非検診群と比較し

た増分費用と増分 QALYは正の値であった。

ICER の範囲は 2,120,242 円 /QALY から

7,497,064 円/QALY で、失明抑制率は-1.5％

から 66.2%であった。このことは、プログ

ラムの選択により、費用対効果や失明抑制

率が大きな影響を受けることを示している。 

各検診プログラムと ICER との関係性で

は、検診間隔と ICER との相関は低いが、

検診開始年齢と検診終了年齢が ICER と相

関し、特に検診開始年齢と高い相関がある

ことがわかった。検診開始年齢が早いと

ICERが低くなり、より費用効果的になるこ

とを示している。 

一方、失明減少率は、検診回数と検診開

始年齢の相関性が高く、検診終了年齢には

あまり影響を受けないことがわかった。 

以上のことから検診を早期からはじめ、

できるだけ頻回に実施することで、費用効

果的で失明予防効果の高い検診が行えるこ

とが示唆された。 

 

D. 考察 

	 今回のベースケースで検討した検診方法

は眼底写真の読影による緑内障スクリーニ

ングで、特異度は 94％と高い値だが、感度

は 55％と低い値だった。しかし、それでも

緑内障を対象とした眼科検診は非検診より

も費用対効果的で、失明予防効果が見込め

ることが分かった。 

	 ベースケースでの累積失明者数は検診群

において非検診群よりも 12.3％減少するこ

とが見込まれた。眼科検診による失明減少

効果を高めるためには、検診方法の精度の

向上と検診スケジュールの設定の２つが考

えられる。検診方法については、眼底写真

に光干渉断層計（OCT）検査を加えること

で、感度が 55％から 83％へと大きく上昇す

ることを我々は見出しており、費用や設備

の問題はあるが、失明予防の観点からは眼

底写真だけでなく OCT を加えた眼科検診

が望ましいことを示している。 

	 一方、検診開始年齢や間隔、検診終了年

齢を変化させ、検診プログラムを検討した

ところ、検診プログラムによって検診の費

用対効果や失明予防効果は大きく変化する

ことがわかった。特に日本では若年での緑

内障有病率が高いために、検診開始年齢が

早いと ICER が低く、しかも失明減少率が

高くなると考えられた。その一方で検診終

了年齢は失明減少率との相関がほとんどな

く、終了年齢が高いほど ICERは上昇した。

日本人の緑内障の自然予後は 40 歳から 50

歳代に発症し、徐々に進行して 70歳以降で

視機能障害が顕著となっていくと想定され

ており、検診の対象となる範囲は 40歳から

70歳までとするのが良いと考えられた。 

	 検診間隔は短い方が、失明抑制効果が高

い一方で、ICERにはほとんど影響しないこ

とも示された。これは今回の検討では検査

として眼底写真を想定しているためであり、

OCTと眼底写真の組合せによって緑内障診

断の感度を上げることで検診間隔の影響を



減らすことができる可能性がある。感度の

低い検査を繰り返すか、感度の高い検査を

数年に 1 回行うかについては更なる検討の

余地があると考えられた。 

	 以上のことから、眼底写真による検診を

考えた場合では比較的若い年代（40歳）か

らできるだけ頻回に介入する検診プログラ

ムが費用対効果と失明抑制効果の双方から

優れた検診プログラムであることが示唆さ

れた。 

 

E. 結論 

	 緑内障を対象とした成人眼科検診の効果、

費用対効果を検診プログラムの観点から検

討した。費用対効果と失明抑制効果の双方

から優れた検診プログラムとするには、若

い年代（40歳）からできるだけ頻回（でき

れば 2-3 年に 1 回）に行うのが良いと考え

られた。 

 

F.	 健康危険情報 

なし 

 

G.	 研究発表 

1.	 論文発表 

なし 

2.	 学会発表 

なし 

 

H.	 知的財産権の出願･登録状況 

1． 特許取得	 	 	 なし 

2． 実用新案登録	 なし 

3.	 その他	 	 	 	  なし	  

 

 



 
 

図1．検診開始年齢、終了年齢、検診間隔とICER	
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図2．検診開始年齢、終了年齢、検診間隔と失明減少率	

a.	検診開始年齢と失明減少率 

b.	検診終了年齢と失明減少率 

c.	検診間隔と失明減少率 
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厚生労働科学研究費補助金  

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）  

「成人眼科検診による眼科疾患の重症化予防効果  

及び医療経済学的評価のための研究」  

 

分担研究報告書  

「緑内障検診の方式別の精度評価、医療経済学的評価」  

 

研究分担者	 中野	 匡	 	 東京慈恵会医科大学眼科学講座・教授	

研究協力者	 阿久根陽子	 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科・特任助教  

研究分担者	 後藤	 励	  慶應義塾大学大学院経営管理研究科・准教授  

研究分担者	 平塚	 義宗	 順天堂大学眼科学教室・先任准教授	

研究代表者	 山田	 昌和	 杏林大学眼科学教室・教授	

	

 

【研究要旨】 

	 緑内障は現在日本における新規の視覚障害者の約 3 割を占め、2000 年以降は中途失明原

因の第 1位となっている。40歳以上における緑内障の有病率は約 5%、70歳以上では約 10%

に増加し、年齢とともに有病率が増加するコモンディジーズであることが大規模疫学調査

で報告されている。現状では緑内障患者の約 90%は未発見で未治療の状態とされているの

で、緑内障を早期に発見するための成人眼科検診が重要と考えられるが、成人眼科検診に

よってどのくらい眼科疾患の重症化が抑制され、失明者の減少に繋がるかは明らかでなく、

医療経済学的な意義は確立されていない。緑内障に関する眼科検診の費用対効果分析は

様々な国において実施されているが、その結果は一様でない。これは人種や地域によって

人口構成や緑内障の病型、有病率、予後が異なるためと考えられる。 

	 本研究では、成人眼科検診の緑内障に関する医療経済的効果と医学的効果（失明予防効

果）を明らかにするために、決断分析マルコフモデルを用いた評価を行った。ここでは特

に検診の実施可能性を考える上で重要な検診方法について検討した。2通りの眼科検診の方

法、①眼底写真のみと②眼底写真に OCT検査を加えた場合、および検査判定者が眼科専門

医と非専門医の場合の各々について、読影精度のデータを利用して費用対効果と医学的効

果（失明減少率）を評価した。その結果、眼底写真のみと眼底写真＋OCT の ICER には大

きな違いがなく、どちらも費用対効果的であったが、失明減少率は 12.3%と 26.2%と大きな

違いがあり、眼底写真＋OCT が優れた検診方法であることが示唆された。眼科専門医と非

専門医の比較では、眼底写真のみに関しては大きな違いは認められなかったが、眼底写真

＋OCT 検診では非専門医に比べて眼科専門医の方が費用対効果に優れ、更なる失明予防効

果が見込めることがわかった。 



	 緑内障を対象とした成人眼科検診では、費用や設備の問題はあるが、失明予防の観点か

らは眼底写真だけでなく OCTを加えた眼科検診が望ましいと考えられた。 

	

A.	 研究目的 

	 緑内障は現在日本における中途失明原因

の第 1 位で、森實らによる最新の報告では

新規に視覚障害者認定を受けた対象者の

28.6%が緑内障であったことが明らかにな

り（Journal of Ophthalmology. 63:26-33,2019）、

引き続き増加傾向が続いている事が確認さ

れている。2000年に実施された日本におけ

る緑内障の大規模疫学調査である多治見ス

タディによると、40歳以上における緑内障

の有病割合は、人口の約 5%に相当し、その

約 90%は未発見で未治療の状態にある事が

判明した。さらに 70歳以上では約 10%と年

齢とともに有病率が高くなることが確認さ

れ、糖尿病、高血圧、高脂血症などの生活

習慣病に匹敵した有病率の高い代表的な眼

科のコモンディジーズであることが明らか

となった。そのため健康寿命の延伸や高齢

者の QOL 維持のために緑内障を検出する

眼科検診プログラムの開発が急務と考えら

れる。 
	 しかしながら成人眼科検診によってどの

くらい眼科疾患の重症化が抑制され、失明

者の減少に繋がるかは明らかでなく、医療

経済学的な意義は確立されていない。たと

えば緑内障に関する眼科検診の費用対効果

分析は様々な国において実施されているが、

その結果は一様でない。これは人種や地域

によって人口構成や緑内障の病型、有病率、

予後が異なるためと考えられる。 
	 平成 28年度から 30年度厚生労働科学研

究費補助金「成人眼科検診の有用性、実施

可能性に関する研究」において、研究者ら

は特定健診を契機とした包括的眼科検査を

1360例に行い、緑内障の有病率が 12.9％と
高いこと、このうち未診断未治療の緑内障

が約 8 割であったことを報告した。また、
検診方法として眼底写真単独の場合の精度

（感度 55％、特異度 94％）に比べて、眼底
写真に光干渉断層計（OCT）を追加した場
合には感度 83％、特異度 93％となり、感度
が大きく向上することも報告した。 
	 本研究では眼科検診で発見された緑内障

に医療介入を行った場合の効果をマルコフ

モデルにより検討した。特に本分担研究報

告書では、2 通りの眼科検診の方法、①眼

底写真のみと②眼底写真に OCT 検査を加

えた場合、および検査判定者が眼科専門医

と非専門医の場合の各々について、読影精

度の違いのデータを利用して費用対効果と

医学的効果（失明減少率）を評価したので

報告する。 

 

B. 研究方法 

1．緑内障マルコフモデル 

検診方法別の眼科検診の効果比較は、分

担研究者の後藤らが報告した緑内障マルコ

フモデルを用いて行った。このモデルでは、

検診の効果を評価するために、眼科検診が

ある場合とない場合の 2 つのモデルが設定

されている。ベースケース分析では、眼科

検診を「眼科専門医が判読する眼底写真で



の緑内障検診」という設定で検討が行われ

た。ベースケースの眼科検診のスケジュー

ルは、40 歳から 5 年に 1 度の頻度で 74 歳

まで行う（最後の検診時の年齢は 70歳）と

した。この検診対象年齢は特定健診に合わ

せたものである。検診の受診率は、特定健

診の受診率を参考に 50％とし、検診受診で

要精検となった後の精密検査受診率は 60％

と仮定した。 

本検討では、検診方法別の眼科検診方法

の効果を評価するために、「眼科専門医が眼

底写真と OCTで判定する場合」、「眼科非専

門医が眼底写真で判定する場合」、「眼科非

専門医が眼底写真と OCT で判定する場合」

の 3 つのケースをベースケースに加えて、

合計 4パターンの比較検討を行った。 

各検診方法においては、異なる感度と特

異度の値をとると想定した。それぞれの数

値は、研究者らが行った緑内障診断の精度

評価研究で得られたものを用いた(表 1)。 

 

表 1	 様々な眼科検診の感度と特異度、検診費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費用に関しては、眼底写真のみの検診費

用は、2,000 円と設定したが、OCT を検診

に加えた場合は 4,000円に増加するとした。

感度と特異度および検診費用以外のパラメ

ータは、検診方法の変化に伴う変更はなく、

ベースケースと同様の設定を用いた。 

シミュレーションのアウトカムは、ベー

スケースと同様に、増分費用効果比(ICER)

と失明減少率とした。 

 

2．MD値による緑内障予測能の検討 

MD 値は静的視野検査を行った際の視野

全体の感度低下を表す指標であり、緑内障

の重症度を表すのに用いられる。 

緑内障診断の精度評価研究の基にした

1,359 例の静的視野検査データから静的視

野検査の MD値（左右眼のうち悪い方の値）

による緑内障（少なくとも片眼の）の予測

能を Receiver operating characteristic curve 

(ROCカーブ) およびその線(Area under the 

curve, AU)を用いて検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、

厚生労働省、文部科学省による「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に従

った。今回の研究内容は倫理審査委員会の

承認は不要と考えられるが、データソース

として用いた先行研究は倫理指針に従い、

医療法人社団信濃会・信濃坂クリニック治

験審査委員会、杏林大学医学部倫理委員会

の審査を受け、承認を受けている（承認番

号 1034および 744）。 

 

C. 結果 

1. 緑内障マルコフモデル 

ベースケースでは、検診群の増加費用は

19,794 円で、増加効用は 0.0061 であった。
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ICERは 3,257,215円/QALYとなり、日本で

は 500万円/QALYとされているWTP（支払

い意思額）を下回ることから、検診は

cost-effective であることが示された。また、

ベースケースの検診スケジュールでの失明

予防効果は 12.3%であった。ベースケース

の主な分析結果は分担研究者の後藤らの報

告書に詳しい。 

	 本研究では、検診方法を変えた場合の感

度分析の結果を示す。眼科検診の方法とし

ては、まず①眼底写真のみと②眼底写真に

光干渉断層計(OCT)を加えた場合の 2 通り

での検討を行った（表 2）。 

ベースケース（専門医による眼底写真の

み vs.眼検診なし）の ICER 3,257,215 円

/QALY、失明減少率 12.3%と比較して、専

門医による眼底写真＋OCT の ICER は

3,369,956円/QALYで失明予防効果は 26.2%

に上昇した。ICERに大きな違いがない上に

失明減少率を 14％程度大幅に上昇できるこ

とから眼底写真＋OCTが優れた検診方法で

あることがわかった。さらに、専門医によ

る①眼底写真のみに対する②眼底写真＋

OCTの ICERは 3,590,223円/QALYであり、

失明減少効果も 15.8%の増加が見込めるこ

とから、眼底検査に OCTを付加する場合の

費用対効果は担保されることがわかった。 

次に判定を眼科専門医か否かで検討を行

った。眼底写真のみに関しては非専門医判

定の ICERは 3,432,984円/QALYであり、失

明予防効果も 12.3%と専門医よりも費用対

効果は劣るものの大きな違いは認められな

かった。一方、眼底写真の検診を専門医か

ら非専門医にするケースは費用対効果的で

はなく、失明予防効果も見込めなかった

（ICER 52,238,301円/QALY、失明予防効果

0%）。さらに眼底写真＋OCT 検診は非専門

医に比べて眼科専門医が行ったほうが費用

対効果が高く、更なる失明予防効果が見込

めることがわかった（740,878円/QALY、増

分失明予防効果 5.9%）。 

 

表 2. 様々な眼科検診の ICERと失明予防率 

 

 
 

2. MD値による緑内障予測能の検討 

	 緑内障の有無と MD 値の関係を検討する

と緑内障ありの 168 例の MD 値は-4.13±

4.45 dB（平均±標準偏差）で、緑内障なし

の 1,191例では-1.19±2.55 dBであった。緑

内障ありの MD 値は緑内障なしに比べて有

意に低い（P<0.001, t-test） 結果であった。

ただし、MD値の分布をみてみると（図１）、

緑内障のありなしで症例の重なりが多く見

られることがわかる。 

 

青：緑内障なし 

赤：緑内障あり 

 



	 これは白内障や網膜疾患など緑内障以外

の疾患においても MD 値は低下するためで、

MD 値の緑内障診断における特異性が高く

ないことを示唆している。 

	 MD 値による緑内障診断の予測能の結果

は、AUCが 0.76 （95％信頼区間 0.72-0.80）

（図 2）であり、その予測能は Moderate な 

accuracyレベルであった。 

 

図 2	 MD値による緑内障診断の ROC曲線 

 
 

D. 考察 

	 日本の社会保障は、国際的にみて中程度

の福祉を、低い国民負担で実施してきたと

され、不足する財源を赤字国債で補いなが

ら社会保障制度を維持してきた現状がある。

しかし今後さらに進む超高齢少子化社会を

考慮すると、予防医学によって対象疾患を

早期発見し、重症化させずに早期に治療介

入することが医療経済的にも望ましいと考

えられる。このような観点から、近年日本

でも逼迫する医療費の抑制を念頭に、最適

な検診方法を検討する評価として、単に検

査の診断精度のみを比較するのではなく、

マルコフモデルなどを用いた医療経済評価

が盛んに行われるようになってきた。 

	 今回の検討では視覚障害の第一位で、今

後もさらに有病率の増加が危惧される緑内

障を対象疾患とし、成人眼科検診として現

在最も広く普及している眼底写真単独によ

る検診と、近年眼科外来で急速に普及し、

診療上不可欠な診断ツールとなった三次元

眼底解析装置である OCT 検査を眼科検診

に導入した際の有効性について、眼科医と

しての経験年数が診断精度にどのように影

響するかも加味して、医療経済的に最も望

ましい検診法の評価を試みた。 

	 今回のベースケースで検討した検診方法

は眼科専門医による眼底写真の読影で、検

診スケジュールは 40歳から 5年に 1度で最

後の検診は 70歳というものである。この場

合に緑内障を対象とした眼科検診は非検診

よりも費用対効果的で、失明減少効果が見

込めることが分かった。 

	 しかしベースケースでの失明減少率は

12.3％であり、期待されるような高い値で

はなかった。これは眼底写真の読影による

緑内障スクリーニングでは特異度は 94％と

高い値だが、感度は 55％であったためと考

えられる。ベースケースでは 5 年に 1 回の

検査で検診受診率を 50％と設定しており、

感度の問題で検診を受けても発見されない

緑内障患者が一定数存在するためである。

眼科検診による失明減少効果を高めるため

には、検診方法の精度の向上と検診スケジ

ュールの設定の２つが考えられる。特に感

度が重要な要素であり、感度が高い検査を

採用することで、感度が低い検査を頻回に

繰り返すのと同様の効果を得ることができ

ると想定される。 

	 検診方法について、眼底写真に OCT検査

を加えることで、緑内障診断の感度が 55％

から 83％へと大きく上昇することを我々は



先に報告している。一方、判定者について

は眼科専門医と非専門医の判定では、感度

は大きく変わらないが、特異度に影響する

ことがわかっている。今回、これらのパラ

メータを用いて検診方法による費用対効果

と失明減少率を検討した。 

	 検討の結果、眼底写真のみと眼底写真＋

OCT の ICER には大きな違いがなく、どち

らも閾値の範囲内であったが、失明減少率

は 12.3%と 26.2%と大きな違いがあり、眼底

写真＋OCTが優れた検診方法であることが

示唆された。眼科専門医と非専門医の比較

では、眼底写真のみに関しては ICER も、

失明減少率も非専門医判定は専門医よりも

劣るものの大きな違いは認められなかった。

しかし、眼底写真＋OCT検診では非専門医

に比べて眼科専門医の方が費用対効果に優

れ、更なる失明予防効果が見込めることが

わかった。今回の検討では OTCの追加検査

費用として 2000円を見込んでいるが、少な

くともこの範囲では、眼底写真+OCT 検診

が費用対効果の面からも医学的効果の面か

らも優れていると考えられた。 

 

E. 結論 

	 緑内障を対象とした成人眼科検診の医学

効果、費用対効果を検診方法の観点から検

討した。費用や設備の問題はあるが、失明

予防の観点からは眼底写真だけでなく OCT

を加えた眼科検診が望ましいと考えられた。 

 

F.	 健康危険情報 

なし 

 

G.	 研究発表 

1.	 論文発表 
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Workers. Sci Rep. 2019;9:17489. 
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渡邉友之、平塚義宗、高野繁、川崎良、田

村寛、北善幸、中野匡、山田昌和.(口演)OCT

を付加した眼科検診における緑内障精度評
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分担研究報告書	

「特定健診の見直しによる眼底検査の動向」	
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研究分担者	 	 平塚	 義宗  順天堂大学医学部  眼科学教室	 先任准教授  
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【研究要旨】	

平成 30 年度から始まった特定健診の第３期では、詳細な健診項目に関する判定基準が

改定され、眼底検査は原則として当該年の特定健診の結果等で医師が必要と認める者に

実施することとなった。そのため、平成 29 年度までと比べて眼底検査の実施率が向上

したことが予想される。そこで、特定健診における眼底検査の実施率の推移を、国保デ

ータベース（KDB）システム（平成 24～30 年度）に基づいて調べた。眼底検査の実施率

は平成 24～29 年度にかけて 11.7%,	12.7%,	13.1%,	13.5%,	13.4%、13.5%（男女計）と

ゆるやかな上昇傾向にあったが、平成 30 年度は 17.6%（男女計）となり、前年度から

4.1 ポイントの急上昇が起きた。特に、男性および高年齢で上昇率が大きかった。国保

では、詳細な健診項目に関する判定基準の改定による眼底検査の実施率の上昇があった

と考えられた。	

	

A. 背景と目的	
現状での成人眼科検診のスキームを大き

く分けると、１）特定健診時に眼底写真撮

影を行い別の場所で読影を行う、２）特定

健診時に眼科で眼底検査を行う、３）眼科

で行う包括的眼検査、の３つがある。この

うち、第 2期（平成 25～29 年度）の特定健

診では、前年の健診結果等において、①血

糖高値、②脂質異常、③血圧高値、④肥満

の全ての項目について、表１の基準に該当

した者のうち、医師が必要と認める者につ

いて、「詳細な健診」として、眼底検査を実

施することとなっていた。ただし、基準に

該当した者すべてに対して当該健診を実施

するのではなく、受診者の性別、年齢等を

踏まえ、医師が個別に判断する必要がある。

また、その際、健診機関の医師は、当該健

診を必要と判断した理由を医療保険者へ示

すとともに、受診者に説明することとされ

ていた。	

	
昨年度までの分担研究で、市町村国保や

①血糖高値 a 空腹時血糖 100mg/dL以上 又は

b HbA1c(NGSP) 5.6%以上

②脂質異常 a 中性脂肪 150mg/dL以上 又は

b HDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ 40mg/dL未満

③血圧高値 a 収縮期血圧 130mmHg 以上 又は

b 拡張期血圧 85mmHg 以上

④肥満 a 腹囲 男性85cm 以上､女性90cm 以上 又は

b BMI≧25kg/m2

表１．特定健診（第２期）における「詳細な健診」に関する判定基準



 

 

国保組合等が利用している国保データベー

ス（KDB）システムの出力帳票「厚生労働省

様式５－２」の眼底検査の実施率について、

市町村国保がデータヘルス計画で公表して

いる平成 24～28 年度の値を調べたところ、

この間に男女ともにゆるやかに上昇してお

り、いずれの年度においても、男性の方が

女性よりも高く、40～64 歳の若い層の方が

65～74 歳よりも高く、平成 28 年度の眼底検

査実施率（「詳細な健診」以外も含む）は全

体で 13.4%であった。	

一方、平成 30 年度からは特定健診の第３

期が始まり、詳細な健診項目としての眼底

検査は、表２のように原則として当該年の

特定健康診査の結果等で医師が必要と認め

る者に実施することとなった。	

	

そのため、平成 29 年度までと比べて眼底

検査の実施率が向上することが予想される。

そこで、特定健診における眼底検査の実施

率の推移を、国保データベース（KDB）シス

テム（平成24～30年度）に基づいて調べた。	

	

B. 研究方法	
	 KDB の出力帳票「厚生労働省様式５－２」

に基づいて市町村国保がデータヘルス計画

で公表している平成24～30年度の眼底検査

の実施率（全国値）を、男女別・年齢階級

別（40-64 歳・65-74 歳）に調べた。	

	

C. 研究結果	
国保特定健診受診者のうち眼底検査の実

施率（眼底検査のデータがある者の割合）

の推移を図１に示す。なお、これらには「詳

細な健診」以外に国保保険者が独自に実施

した眼底検査も含まれている。	

平成24～29年度にかけて眼底検査の実施

率は男女ともにゆるやかに上昇しており、

いずれの年度においても、男性の方が女性

よりも高く、40～64 歳の若い層の方が 65～

74 歳よりも高かった。平成 30 年度には男女

ともにいずれの年齢階級でも実施率が急上

昇し、全体では前年度の 13.5%から 17.6%に

4.1 ポイント上昇した。	

①血圧 a 収縮期血圧 140 ㎜Hg以上

b 拡張期血圧 90 ㎜Hg以上

②血糖 a 空腹時血糖 126 mg/dl以上

b HbA1c(NGSP) 6.5％以上

c 随時血糖 126 mg/dl以上

表２．特定健診（第３期）における「詳細な健診項目」（眼底検査）
に関する判定基準

当該年度の健診結果等において、①血圧が以下のa、bのいずれかの基準
又は②血糖の値がa、b、cのうちいずれかの基準に該当した者＊

*眼底検査は、当該年度の特定健康診査の結果等のうち、①のうちa、bの
いずれの血圧の基準にも該当せず、かつ当該年度の血糖検査の結果を確
認することができない場合においては、前年度の特定健康診査の結果等に
おいて、血糖検査の結果が②のうちa、b、cのいずれかの基準に該当した
者も含む。



 

 

	

特に、男女いずれでも 65-74 歳の高年齢層

の方が 40-64 歳よりも上昇率が大きく、そ

の結果、両年齢層間の差が大幅に縮小した。

また、平成 29 年度まで実施率が高かった男

性の方が女性よりも平成30年度の上昇幅が

大きく（男性 4.5 ポイント、女性 3.8 ポイ

ント）、その結果、男女間の差（29 年度 2.2

ポイント、30 年度 2.9 ポイント）はさらに

広がった。	

	

D. 考察	
国保特定健診における眼底検査の実施率

の推移を、KDB に基づいて確認したところ、

平成 30 年度に急上昇が認められた。	

昨年度、本研究班で実施した全国の自治

体に対するアンケート調査では、約 30%の市

区町村で「詳細な健診」以外の成人眼科検

診を実施しており、KDB にはこれら「詳細な

健診」以外に市区町村が独自に実施してい

る眼底検査も含まれている。「詳細な健診」

とそれ以外の眼底検査の内訳は把握できな

かったが、第３期の判定基準では詳細な健

診としての眼底検査を実施しやすくなった

と考えられる一方、独自の眼底検査が急増

する理由は乏しいことから、平成 30 年度の

眼底検査実施率の急上昇は、主に第３期の

判定基準の改定に伴うものと思われる。	

65-74歳の高年齢の方が40-64歳よりも上

昇率が大きかった理由として、前者の方が

血圧や血糖などのリスク因子の判定基準に

該当する者が多く、新しい判定基準に該当

する者が多かったためかも知れない。また、

男性の方が女性よりも上昇率が大きかった

理由も同様に考えられるだろう。	

詳細な健診の実施状況に関する全保険者

のデータは、レセプト情報・特定健診等情

報データベース（以下 NDB）に蓄積されてい

る。これまでに NDB オープンデータとして

平成 28 年度分まで公表されているが、30 年

度分は未公表であり、他の保険者への影響

は現段階では不明である。	

	

E. 結論	
国保特定健診における眼底検査の実施状

況の推移を KDB に基づいて確認した。平成

24～29 年度にかけて眼底検査の実施率（男

女計）は、11.7%,	12.7%,	13.1%,	13.5%,	

13.4%、13.5%とゆるやかな上昇傾向にあっ
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図１．国保の特定健診における眼底検査の実施率（眼底検査のデータがある者の割合）の推移
「詳細な健診」以外の独自実施を含む。値は市町村データヘルス計画より（全国値）。
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たが、平成 30 年度は 17.6%となり、前年度

から4.1ポイントの急上昇があった。特に、

男性および高年齢層で上昇率が大きかった。

国保では、詳細な健診項目に関する判定基

準の改定による眼底検査の実施率の上昇が

あったと考えられた。	
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1. 論文発表	
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【研究要旨】 

	 白内障が世の中に与えているインパクトは大きく、治療は手術に限定される。現在、日

本の国策としての健康増進に対する取組の中心課題は「健康寿命の延伸」であるが、白内

障手術と健康寿命との関連は明かではない。データベース文献検索により関連資料や文献

を渉猟し白内障手術と健康寿命の関連について検討を行った。多くの文献から、白内障手

術は認知機能、身体活動量を改善し、転倒骨折リスクを減少させることから、介護となる

要因を減少させ、結果として健康寿命延伸に貢献していることが示唆された。 

A.	 研究目的 

白内障は、世界の失明原因の第一位であ

り全体の 51％を占める 1)。患者数に疾患に

よる Quality of Life (QOL)低下や死亡を加味

した総合的な疾病負担を表す Disability 

Adjusted Life Years (DALYs)の値でみても、

視覚障害による世界への負担の 30％が白内

障によるものであり 2)、白内障が世の中に

与えているインパクトは甚大である。加齢

性変化のため、大多数の高齢者、しかも両

眼に発症するその特徴から、人口高齢化の

進んだ国ほど患者数が増加する。日本にお

ける視覚障害の有病割合は人口高齢化によ

り 2040 年には現在の 20％程度の増加が見

込まれており 3)、白内障患者は今後も増加

すると推測される。 

白内障に対する対策は決定的に手術であ

る。現在日本で実施されている白内障手術

は確度・精度・安全性・要する時間すべて

において非常に完成度の高いものとなり、

日本中どこでも高品質の手術を受けること

が可能となっている。現在、国内で行われ

る件数は年間約 130 万件で、他の先進国同

様、最も多く行われている外科的手術とな

った。人口高齢化以外にも、手術成功の確

度、安全性、そして費用対効果の高さがそ

の理由と言われている 4)。2001 年に米国で

行われた過去 25 年間で最も革新的な医療

技術ランキングでは 9 位にランクされてい

る 5)。 

日本の国策としての健康増進に対する取

組として 2013 年からの 10 年間は「二十一

世紀における第二次国民健康づくり運動

（健康日本 21（第二次））」が推進されてい

る。そして、その中心課題が「健康寿命の

延伸」である。健康寿命とは、介護を受け

たり寝たきりになったりせず日常生活を送

れる期間を示し、平均寿命と健康寿命との



差は、日常生活に制限のある「不健康な期

間」を意味する。2018年の日本人の平均寿

命は男性 81 歳、女性 87 歳で、ともに過去

最高を更新したが、一方の健康寿命は 2016

年で男性 72 歳、女性 75 歳であり、それぞ

れ 10年程度のギャップが存在する。平均寿

命と健康寿命の差が拡大すれば、医療費や

介護給付費用を消費する期間が長くなる。

健康増進、疾病予防、介護予防などにより、

この差を短縮することができれば、個人の

QOL低下を防ぐとともに、社会保障負担の

軽減も期待できる。国がかかげる健康寿命

延伸プランは 2040 年までに健康寿命を男

女ともに３年以上延伸し（2016 年比）、男

性 75 歳、女性 78歳を目標としている。 

白内障手術は視力や視覚 QOL だけでな

く日常生活に関わる多くの機能を改善させ

る。健康寿命にも良い影響を与えているこ

とが考えられる。そこで関連資料や文献を

渉猟し健康寿命と白内障手術の関連につい

て検討した。 

 

B. 研究方法 

データベース検索は令和 2 年 3 月 31 日

の時点で行われた。文献検索の二次資料デ

ータベースには，医学中央雑誌（医中誌）

と米国国立医学図書館（National Library of 

Medicine，NLM）が提供する文献データ

ベース（PubMed）を用い、またハンドサー

チも追加した。 

 

C. 結果 

	 健康寿命と白内障手術の関連について直

接検討を行った研究は見当たらなかった。 

	 健康寿命と視覚障害との関連を検討した

研究に、国民生活基礎調査を利用した活動

制限に対する疾病ごとの人口寄与割合（も

し特定のリスク要因がなかったら、疾病発

生が何%減少するか）をみた大規模な疫学

研究が存在した。その結果では 38の多分野

にわたる疾病群のうち眼疾患は整形疾患に

次いで 2 位という結果となっていた 6)。こ

の研究のサンプルの 22%は 65歳以上であり、

白内障患者も多く含まれていると考えられ

た。 

 健康寿命延伸には、自立度の低下や寝たき

り、つまり要支援・要介護状態となる期間

を短くする必要がある。2016年の要介護と

なる原因（複数回答）のトップ 5は認知症、

高齢による衰弱、脳血管疾患、骨折・転倒、

関節疾患である 7)。そこで認知症、高齢に

よる衰弱、骨折・転倒と白内障手術との関

連について検討した。 

 

認知症 

白内障手術が認知機能改善と関連すると

いう報告は多い。本邦の疫学研究(N=2764)

においても、過去に白内障手術を受けた人

は受けていない人に比べ認知障害との関連

が 0.8 倍であったと報告されている。しか

しながら、同研究では認知症との有意な関

連は認めていない 8)。さらに、同研究では、

視力も調整交絡因子として解析に投入され

ており、白内障手術の効果は視力改善と独

立して、認知機能改善に寄与している可能

性を示唆している。 

白内障手術が、視力と視覚関連 QOLを改

善させることで認知症患者の認知機能の低

下を抑制できる可能性があることも示唆さ

れている 9)。また、2回目の白内障手術（両

眼手術後）は、最初の手術のみ（片眼手術）

に比べて視機能と認知機能を改善すること



も示されている 10)。 

近年、独居高齢者が増えており、手術に

付き添う家族がいない、通院できないなど

手術に対するアクセスが困難な高齢者が増

加している。認知症患者が多く入所してい

る老人保健施設でも、入所後の他院におけ

る眼科手術に消極的なところが多いと聞く。

米国の 110 万人のビッグデータによる解析

では認知症患者が白内障手術を受けている

割合は、非認知症患者の約半数という結果

がでている 11)。我々の大規模データベース

を利用した研究では、介護施設入院してい

る患者に対する白内障手術に ADL が改善

する割合は、通常の自宅からの入院患者に

比べ 3 分の 2 程度であるということが示さ

れた 12)。このような状況に陥る前に、プロ

アクティブな白内障手術を積極的に勧めて

いくことが重要であろう。 

また、米国における認知機能正常な 625

人を観察した縦断研究では、ベースライン

において見え方の悪かった人は良かった人

に比べて、眼科医を受診しなかった場合、

平均 8.5年後にアルツハイマー型痴呆（AD）

を発症リスクが 9.5 倍、認知障害発症リス

クが 5倍となった。また、（様々な）眼科手

術が行われていなかった人は、AD発症リス

クが 5倍であった 13)。さらには、未治療の

視力低下は、認知機能低下、特に AD に関

連していた。眼科医療機関を定期的に受診

し、改善可能な視覚障害に対しては白内障

手術を中心とした治療介入を行うことが、

認知症発症予防の重要な対策になりえよう。 

 

衰弱 

衰弱を定義することは難しいが、Friedは

体重減少、主観的疲労感、日常生活活動量

の減少、身体能力（歩行速度）の減弱、筋

力（握力）の低下のうち 3 項目を満たした

ものをフレイルと定義し、現在広く認知さ

れる概念となりつつある。そこで、まず身

体活動量について見ると、視覚障害が存在

すると、歩行速度や階段を上り下りする速

度は低下し 14)、日常生活における活動性が

低下することが示されていた。我々の研究

でも、視覚関連 QOLと「悪い方に眼の視力」

が身体活動量と他の要因を調整した上でも

有意に関連することが示された 15)。白内障

手術による視力の改善が身体活動量の改善

につながることは考えやすい。 

片眼ずつの白内障手術がそれぞれ独立し

て身体活動改善に関連しており、2 回目の

手術は 1 回目に比べて週あたりの中等度の

身体活動を 32 分増加させることが示され

ている。しかし、ウォーキングやガーデニ

ング、激しい身体活動においては違いが認

められなかった 16)。 

 

骨折転倒 

白内障手術は手術後 1 年における転倒を

34%17)、股関節骨折を 23％減少させる報告

もあり 18)、明確で具体的な介護予防策とい

える。運動と「視力の評価と治療」の組み

合わせは、転倒の減少に最も強く関連する

対策であることが明らかになっており 19)、

白内障手術を中心とした眼科的な介入は骨

折・転倒予防に重要な対策であるといえよ

う。 

 

D. 考察 

本研究から白内障手術は認知機能、身体

活動量を改善し、転倒骨折リスクを減少さ

せることから、介護となる要因を減少させ、



結果として健康寿命延伸に貢献しているこ

とが考えられた。 

白内障手術の臨床効果は極めて高い。白

内障手術の視力改善効果は劇的であり、

2009 年に全国 12 カ所で行われた多施設研

究 20)の結果では、術後視力は 89%(471/529)

で良い方の術後視力が 1.0 以上、 75％

(395/529)が両眼とも 1.0 以上の視力に改善

している。また効果は視力にとどまらず、

実際に患者自身の日常生活も改善するとい

うことが明らかにされており、手術前に比

べて手術後は、行動だけでなく、運転、視

野、社会生活機能や役割制限、心の健康な

ども大きく改善することが示されている 21)。

さらには、読書速度を有意に改善させ 22)、

交通事故の発生頻度が 13％減少させる 23）。

医療サービスを受けることで得られる総合

的な満足度を示した指標の 1 つに効用値が

ある。これは健康状態を死=0から完全な健

康=1の間の数値で表現するものである。白

内障手術による効用値の改善は極めて高く、

その値は比較可能な値としては斜視手術や

緑内障手術より高い結果になっている

20,24,25)。つまり、現在日本において実施され

ている白内障手術の臨床効果は極めて高い

といえる。 

2017年の日本における都道府県別の白内

障手術の提供状況を図 1 に示す。縦軸に都

道府県ごとの年間手術件数、横軸に 65歳以

上人口をプロットするときれいなリニアな

関係がみられた（相関係数=0.98）。つまり、

日本中どの都道府県においても年齢当たり

同等の手術件数が提供されているというこ

とが示されている。国際的にも日本におけ

る人口当たりの白内障手術件数は高く、提

供体制は十分と言えよう。課題はプロアク

ティブな白内障手術の適応となるケースフ

ァインディングである。 

本厚労科研の研究において実施されてい

る東京都世田谷区、宮城県仙台市、島根県

松江市の全 16 眼科医療機関を受診した特

定健診受診者（40-74 歳）、1360 例のうち、

白内障（臨床的に意義があるもの）が 77例、

5.7％存在していた。検診を契機に来院する

に自覚の乏しい白内障患者に早期の白内障

手術を勧めていくことも一案である。眼科

検診の受診機会を改善させることでプロア

クティブな白内障手術が増加し、結果とし

て健康寿命の延伸につながる可能性が考え

られた。 

 

図 1	 日本における白内障手術の提供状況 

 

 

E. 結論 

本研究から白内障手術は認知機能、身体

活動量を改善し、転倒骨折リスクを減少さ

せることから、介護となる要因を減少させ、

結果として健康寿命延伸に貢献しているこ

とが考えられた。 
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2019年 4月 18－21日：東京、第 123回日本



眼科学会総会講演抄録 P68 
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10月 27日：京都、第 73回日本臨床眼科学会
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学会	 病医院運営プログラム	 2019年 10月

24日－10月 27日：京都、第 73回日本臨床
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21. 山田昌和、平塚義宗、高野繁、川崎良、田村
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会総会講演抄録、p144 
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診断者の特徴： iPhone アプリを用いたクラ

ウド型大規模臨床研究．第 73 回日本臨床眼
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京都、第 73 回日本臨床眼科学会総会講演抄
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on the future arrangement of 

Ophthalmology facilities that paid 

attention to population change of elderly 

people in Japan. APACPH Conference 

2019: 20-22 November 2019 at Bangkok, 

Thailand 
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回、 P81 

28. 石川千尋、平形寿彬、塩田亜里香、井上亮、
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網膜症が疑われた黄斑部浮腫を伴う 3症例．

第 58回日本網膜硝子体学会総会	 2019年 12

月 6日－8日：長崎、第 58回日本網膜硝子体
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H.	 知的財産権の出願･登録状況 

1． 特許取得	 	 	 なし 

2． 実用新案登録	 なし 
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分担研究報告書  

「加齢黄斑変性に対する眼科検診の有用性評価」  

 

研究分担者	 田村	 寛	 京都大学国際高等教育院附属	

																					データ科学イノベーション教育研究センター	 特定教授  

 

研究要旨 

日本における加齢黄斑変性に対する眼科検診の有用性評価については、研究分担者（田

村）らによる 2015年の報告（Tamura.H. Plos One 2015）等があるが、その後、診療実態の変

化・社会情勢の変化・エビデンスの蓄積などの前提条件の変化が大きく、最新のデータを

踏まえた検討が必要となっている。 

検査機器としては、造影剤を用いずに新生血管の評価が可能な光干渉断層血管撮影（OCT 

Angiographyが保険収載（診療報酬請求コード D256-3）され、より安全で頻回な新生血管評

価が可能となっている。治療としては、ラニビズマブよりも作用範囲が広く、活性持続期

間も長くなったアフリベルセプトが 2012年末に販売された。研究当時は十分なエビデンス

がなかったが、現時点では事実上の標準治療となるとともに、エビデンスの蓄積も進み、

本研究で用いる重要なパラメータとして採用が可能となっている。また、高齢化に伴う治

療対象症例が増加した上に、アフリベルセプトの対象疾患の拡大もあり、薬価も継続的に

引き下げられてきた。また、これらの抗 VEGF 薬の使用実績をまとめた報告も世界各地か

ら積極的に行われており、最長で 10年間の治療成績も得られるようになっている。本研究

では、これらのデータを整理し、本格的な加齢黄斑変性に対する眼科検診の有用性評価に

耐えうるエビデンスの構築を目指した。

A.	 研究目的 

複数の新薬の登場や種々の検査器械の進

歩の恩恵を受けて、加齢黄斑変性(AMD)に

対する診療はこの数年でさらに大きく変容

した。改善のエビデンスを有する治療方法

の登場で治療の質の改善とともに対象症例

も大きく拡大し、AMDによる新たな失明者

が 10 年間で半減したとの報告が出るなど

社会的にも大きく貢献しているが、必要と

される医療費の単価と治療頻度の双方が相

対的に高いため、その医療経済的側面へも

注目も高まる一方となっている。AMD治療

の費用対効果や検診も含めた疾患マネジメ

ント全般に対する検討も継続的に実施され

てはいる。本研究では、日本における特殊

性を加味したうえで、なるべく長期のエビ

デンスを加齢黄斑変性に対する眼科検診の

有用性評価に耐えうるエビデンスの構築を



目指した。 

 

B. 研究方法 

造影剤を用いずに新生血管の評価が可能

な光干渉断層血管撮影（OCT Angiography）

の、AMDにおける CNV検出力について詳

細な検討を行った。 

その上で、報告されている論文などの精

査を行い、治療としては、エビデンス構築

がすすむアフリベルセプトの治療成績を集

積する一方で、長期成績については使用実

績の長いラニビズマブに関する報告を収集

し整理した。これらの作業の中で、可能な

限り日本人の AMD・ポリープ状脈絡膜新生

血管（PCV）・に関する報告に関しては、そ

れらを優先してデータを抽出・整理を実施

し、情報をまとめた。 

 

C. 結果 

造影剤を用いずに新生血管の評価が可能

な光干渉断層血管撮影（OCT Angiography）
に関しては、AMDにおける CNV検出に非
常に有用であることが確認できただけでな

く、さらに「OCT Deep Learning」を用い
た OCT Angiography では、類似疾患であ
る近視性脈絡新生血管の描出も可能である

ことを報告した。（Sawai Y. et al. Scientific 
Reports. in press.） 
世界標準ともみられていたルセンティス

と比べ、VEGF-Aに加えて VEGF-B・PlGF
（胎盤成長因子）にも結合親和性を有し拮

抗作用・効果が強く、半減期も長く、治療

回数が少なくて済み、患者ならびに医療従

事者の治療行為に関する負担が格段に軽減

され、さらに薬価も低いアフリベルセプト

に関する治療成績は研究分担者らによる、4

年間の成績報告が最長のものであった。そ

の報告では、アイリーア治療開始 1 年目に
は平均 7回、2年目以降 4年目までの間は、
平均 2.5 回の治療が実施され、全体の内 4
割の症例で、改善した視力を維持できてい

た。（Nishikawa, K. et al. Sci Rep (2019).）。 
日本における AMDに対する抗 VEGF治

療の長期成績としては、九州大学からのラ

ニビズマブ治療の 5 年間の治療成績に関す
る報告がなされている。その報告では、治

療 1 年後に視力は回復しているものの、3
年後、4年後、5年後には治療開始時よりも
悪化しているとのことであった（Wada I. 
et al. Graefes Arch Clin Exp Ophthalmol. 
2019）。 
日本に限定せずに世界での報告に目を向

けると、ラニビズマブとアフリベルセプト

を区別せずに、10年間の治療成績を分析し
た報告があり、初年度に平均 5.4 回の抗
VEGF 投与が実施され、その後は毎年 4.0
～4.3回の追加投与が行われていた。長期に
わたると、視力回復軍も増える一方で、悪

化軍も増えるとしており、個別にみると、

成績に幅があるとのことであった。10年後
も治療を継続していたのは 12.6％（585 例
中 74例）であり、ベースラインでは、10％
が両側性の AMD を有しており、その片側
性 AMD 中、17％が 5 年後に反対眼に抗
VEGF 治療を受けているとのことであった
(Brynskov T. et al. Acta Ophthalmol. 
2020)。 

10年には至らない一方で、特に追跡開始
時に質の高い管理がされていた研究の長期

成績も追加報告がされている。ラニビズマ

ブ の 米 国 で の 承 認 時 に 実 施 さ れ た

ANCHOR, MARINA, HORIZONの各研究



コホートを、当初の研究終了後には PRN治
療に切り替えたうえで、経過を追った

SEVEN-UP studyでは、7年経過報告が報
告されている。全体の 1/3 は良好な視力経
過をたどった一方、、1/3 は悪化していた。
約半数はベースライン時と変化なかった

（Rofagha Set al. Ophthalmology. 2013）。
また、この SEVEN-UP study では当初の
治療対象となった眼の反対眼の経過につい

ても報告されており、平均 3.4 年の治験終
了後期間の間に平均 7.3回の抗 VEGF剤投
与を受けていた。ベースライン時に両眼に

滲出性 AMDを認めた全体の 35％の被験者
の 7年目には、治験眼の視力が 82％で改善
し、試験眼の平均最終視力も改善していた。

この群では、7年目に 88％の症例で、各反
対眼よりも重度の黄斑委縮が少なかった

(Bhisitkul RB et al. Ophthalmology. 
2016)。 
また、日本では保険適応がなく、使用が

困難なベバシズマブとルセンティスの比較

をしている CATT studyでも、5年間の追
加報告がだされ、臨床試験終了後平均 3.5
年の間に、平均受診回数は 25.3回、平均治
療回数は 15.4回とのことである。5年経過
時には、臨床試験終了の 2 年時点での視力
が維持できていなかった。ただし、全体の

50％の症例では、小数視力で 0.5 以上の視
力は維持できていた。 (Comparison of 
Age-related Macular Degeneration 
Treatments Trials (CATT) Research 
Group et al. Ophthalmology. 2016)。 
また、経口サプリメントの効果を調査す

るために実施されている AREDS2でも、日
常診療で実施されている抗VEGF治療結果
の 5年成績が報告されており、平均 BCVA

は 1 年あたり約 1.5～2 文字減少していた。
5 年後の BCVA は 1/2 の症例で 0.5 以上で
あったが、約 1/6 の症例では 0.1 以下であ
っ た (Keenan TD et al. Ophthalmol 
Retina. 2020)。 
 
D. 考察 

今回の検討の結果、造影剤を用いずに新

生血管の評価が可能な光干渉断層血管撮影

（OCT Angiography）、が AMD における

CNV 検出で効果を有することが確認され

た。 

AMD に対する抗 VEGF 治療の成績はル

センティスを中心に最長 10 年までの報告

が認められ、質の高い研究でも 5～7年の報

告があり、眼科検診の有用性評価に向けて

有用なデータの収集が可能であった。一方、

実臨床でシェアが拡大して生きたアフリベ

ルセプトの治療成績は最長 4 年の報告にと

どまるが、幸い日本人におけるデータであ

り、眼科検診の有用性評価に向けて活用可

能性が高いデータが得られた。 

 

E. 結論 

加齢黄斑変性に対する眼科検診の有用性

評価に向けて、活用可能な各種エビデンス

の蓄積が確認され、マルコフモデルを構築

した眼検診の効果・費用対効果測定で使用

可能なデータの収集が可能であった。 
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なし 
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厚生労働科学研究費補助金	

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）	

「成人眼科検診による眼科疾患の重症化予防効果	

及び医療経済学的評価のための研究」	

	

分担研究報告書	

「糖尿病網膜症に対する眼科検診の有用性」	

	

	

研究分担者	 川崎	 良	 大阪大学医学系研究科脳神経感覚器外科学(眼科学)	

	 	 視覚情報制御学寄附講座・寄付講座教授 
	

【研究要旨】糖尿病網膜症は糖尿病患者の細小血管合併症として頻度が高く、糖尿病

罹病期間とともに増加する。糖尿病網膜症に対する眼科治療の進歩も著しいが、早期あ

るいは適時に発見し、治療中断を防ぎつつ治療を継続するという俯瞰的な医療提供を考

える必要がある。本研究班では以前に糖尿病網膜症の検診の有用性について費用対効用

を評価するモデルを作成し報告した。その後、糖尿病網膜症の疫学、治療、そして人工

知能による自動検診装置など新たな知見が明らかとなり、それらの新知見を基に医療経

済学評価モデルの更新と検証を行うことを計画している。本年度はそのための新知見の

文献調査を行った。糖尿病網膜症の疫学的知見としては高血糖、高血圧とそれに対する

介入に加えて、脂質治療薬使用が網膜症の進行を抑制する可能性を示唆する研究が複数

報告されていた。また、重症低血糖が高血糖と同様に網膜症の危険因子であることの報

告があった。治療においては網膜光凝固の低侵襲化、黄斑浮腫治療としての抗 VEGF 約

治療が網膜症全体の進行を遅らせる可能性などの報告があった。検診については、NDB

を用いたデータベース研究で年一回の糖尿病網膜症の検診受診割合が 46.5％にとどま

っていること、2年に一回と基準を緩くしても 56.2％と約半数であることが報告されて

いた。糖尿病網膜症の検診をめぐっては近年、深層学習を用いた人工知能による網膜症

判定システムが複数発表され、医師の判断を必要としない自律型のシステムの報告もあ

った。本邦ではまだ医療機器承認を受けていないが、近い将来このシステムが利用でき

るようになる可能性がある。今回、糖尿病網膜症に対する検診の有用性評価に向け、疫

学、治療、そして検診方法の三つの視点から文献調査を行った。来年度はこれらの知見

を反映してモデルをアップデートし、費用対効果測定を行う予定である。	

	

	

A. 研究目的	

糖尿病網膜症は糖尿病患者の細小血管合

併症として頻度が高く、糖尿病罹病期間と

ともに増加する。両眼の視力障害により、

生活動作が困難になるだけでなく、糖尿病

の治療アドヒランスにも影響を及ぼすこと

が知られ、合併症の悪化をさらに促す負の

連鎖につながる。その一方、糖尿病治療や



 
 

高血圧、高脂血症治療による網膜症発症、

進展予防のエビデンスが蓄積されている。

また、網膜光凝固、抗 vascular	endothelial	

growth	factor	(VEGF)療法、硝子体手術の

低侵襲化といった眼科治療の進歩も著しい。

糖尿病患者が増え続ける状況を考えると、

いかに糖尿病網膜症を早期あるいは適時に

発見できるか、そして、如何に治療中断を

防ぎ適時に眼科治療を受けるかといった俯

瞰的な医療提供を考える必要がある。今回

の研究班では以前に糖尿病網膜症の検診の

有用性について費用対効用を評価するモデ

ルを作成し報告した。今回、新しい知見が

多く得られていることから、改めてモデル

パラメータの見直しを行うべく、糖尿病網

膜症の疫学、治療、そして検診についての

新知見を中心に調査した。これらの研究成

果を基に来年度には研究者らが以前に作成

した医療経済学評価モデルの更新と検証を

行う。	

	

B. 研究方法	

本調査の構成は、（１）糖尿病網膜症の疫

学に関するモデルパラメータ更新のための

基礎調査、（２）糖尿病網膜症の治療関する

モデルパラメータ更新のための基礎調査、

（３）糖尿病網膜症の検診手段にいて関す

るモデルパラメータ更新のための基礎調査、

とした。	

	

C. 研究結果	

	

（１）糖尿病網膜症の疫学に関するモデ

ルパラメータ更新のための基礎調査	

糖尿病網膜症の有病率、発症率および危

険因子としての高血糖、高血圧とそれに対

する介入効果の知見はすでに十分蓄積され

ている。加えて、FIELD 研究、ACCORD-EYE

研究で示されたフェノフィブラート単独及

びフェノフィブラートとスタチン製剤の併

用が網膜症の進行を抑制する可能性を我が

国の糖尿病コホート研究と診療報酬レセプ

トデータベース研究においても検証し昨年

度 に 報 告 し た 。 Japan	 Diabetes	

Complication	and	Prevention	prospective	

study（文献 1）では、1 型糖尿病患者 363

名、2型糖尿病患者 5489 名のデータを分析

し、スタチン製剤とフィブラート系薬剤服

用者では有意に非増殖網膜症の有病が低い

ことを明らかにした（調整済みオッズ比 0.8,	

95%信頼区間 0.70-0.92,	p=0.002）と有意に

関連していた。同様に JMDC 社診療報酬レセ

プトを用いて、69070 名の二型糖尿病患者に

おいて、脂質薬内服者では網膜症の累積三

年新規発症が有意に低いこと（調整済みオ

ッズ比 0.77、95％信頼区間 0.72－0.83、p

＜0.001）、糖尿病網膜症治療である網膜光

凝固、硝子体手術も有意に施行されること

が抑制されていることを報告した。(文献

２）。また、糖尿病患者、特に高齢の糖尿病

患者では厳格なコントロールを目指すあま

り、低血糖等により死亡率が高くなる可能

性があり、高齢者糖尿病診療ガイドライン

（日本糖尿病学会・日本老年医学会合同委

員会）など年代別の個別化された血糖コン

トロール範囲を設定する動きがある。網膜

症について、JDCS 研究においても重症低血

糖の経験は網膜症の発症のハザードを 4.35

倍（95％信頼区間 1.98-9.56,	p<0.01）まで

高めることを報告した（文献３）。	

	

（２）糖尿病網膜症の治療に関するモデ

ルパラメータ更新に関する研究	

糖尿病網膜症の治療は、①非増殖糖尿病

網膜症から増殖糖尿病網膜症への移行を阻

止する治療、②糖尿病黄斑症に対する治療、



 
 

そして、③増殖糖尿病網膜症に対する治療

に大別される。まず、①非増殖糖尿病網膜

症から増殖糖尿病網膜症への移行を阻止す

る治療としては、Diabetic	Retinopathy	

Study	 (DRS),	 Early	 Treatment	 Diabetic	

Retinopathy	Study	(ETDRS)等の臨床研究に

より1990年代に確立された汎網膜光凝固が

現在の標準的治療である。汎網膜光凝固は

網膜症の悪化を抑制する一方で、広い範囲

の網膜を光凝固によって瘢痕化させること

から合併症としての視野狭窄や視力低下の

危惧がある。そのため、できるだけ光凝固

の範囲や強さを抑えて、かつ、十分な進行

抑制効果を得る最適化が模索されてきた。

そこでまず、糖尿病網膜症で光凝固治療が

適応となる患者に対し、蛍光眼底造影検査

を行い毛細血管網が閉塞した領域（いわゆ

る無還流領域）を描出し、半定量的にその

範囲を測定し手指標化することで、それが

光凝固治療後の疾患活動性を予測すること

（文献４）を報告した。さらに、無還流領

域指標を用いて、無還流領域が多く存在す

る象限のみを選択的に光凝固する方法と従

来の網膜全体を光凝固する方法を比較する

臨床研究を行い、選択光凝固であっても従

来の汎網膜光凝固と同等の網膜症進行抑制

効果が得られることを報告した（文献５）。	

近年、網膜症の進行抑制を目的に抗 VEGF

療法を行うことで経過観察期間 2 年間で汎

網膜光凝固と同等の網膜症の進行抑制が得

られ（DRCR.net	Protocol	S.	JAMA	2015）、

さらに、経過観察期間 1 年間ではよりよい

視力を維持ができたこと（CLARITY.	Lancet	

2017）が報告された。その一方で、重症糖

尿病網膜症患者は治療中断の危険が高く、

抗VEGF療法が中断された場合には治療再開

後も汎網膜光凝固に比べて視力が低かった

とする報告もあった（LTFU	study.	Retina	

Specialist	2019）。	

	 	

（３）糖尿病網膜症の検診手段に関する

モデルパラメータ更新に関する研究	

	

全国の診療報酬レセプトに基づく医療行

為記録の中から、糖尿病患者が網膜症の検

診を受けているかどうか評価した研究が報

告された（Sugiyama	T	et	al.	Diabetes	Res	

Clin	Prac	2019）。悉皆性の高い National	

Database	(NDB)により、全国規模での診療

状況が評価されている。その中で糖尿病で

治療を受けている患者において、年一回の

糖尿病網膜症の検診を受けていると思われ

た割合は、46.5％にとどまっていた。2年に

一回と基準を緩くしても 56.2％であった。

悉皆性の高い NDB におけるデータであり、

新規費用対効果モデルパラメータとして更

新して利用できる。依然として網膜症の検

診率が低いことはさらにこの領域の研究が

必要であることを示している。	

糖尿病網膜症の検診をめぐっては近年、

深層学習を用いた人工知能による画像判別

技術を応用した健診システムが多く発表さ

れている。その中でも IDx-DR システム（IDx	

LCC 社,	米国）は、全自動撮影が可能な無散

瞳眼底カメラとセットになった診断支援シ

ステムで、医師の判断を必要とせずにガイ

ドラインによる受診基準に基づき、糖尿病

患者における糖尿病網膜症の有無に基づき

一定の重症度以上の網膜症の場合は眼科受

診を促し、それ未満あるいは網膜症がない

場合は１年後の再検査を促すという判断を

下すものである。本邦ではまだ医療機器承

認を受けていないが、近い将来このシステ

ムが利用できるようになる可能性がある。

それ以外にも、Verily 社、IRIS 社、EyRIS

社、EyeNuk 社、Retinalyze 社、Retmarker



 
 

社などが無散瞳眼底カメラ 2 枚もしくは 1

枚による網膜症スクリーニングをサービス

と し て 提 供 し て い る 。 わ が 国 で も

DeepEyeVision 社が健診画像に対する診断

支援サービスの提供を開始している。この

ような自動診断あるいは診断支援システム

を糖尿病網膜症の早期発見、管理において

どのように位置づけられるだろうか。	

このような自動診断・診断支援の海外に

おける位置づけはオプトメトリストもしく

は家庭医において眼科受診をするかどうか

の判断を行うものである。この点は現在の

わが国の医療制度、患者行動にそのまま当

てはめることができない点がある。我が国

の糖尿病網膜症の発見機会は、大きく 3 つ

あり、①自発的な眼科受診もしくは糖尿病

網膜症以外の眼疾患で眼科を受診する際に

発見される、②内科において糖尿病の診断

を受け眼科受診し発見される、③特定健康

診査で血糖値が高く、眼底検査を行い発見

される（2018 年度第三期特定健康診査以降）、

である。先に報告した費用対効果評価モデ

ルでは①、②に加えて③を提供することは

失明予防効果があり、費用対効用も大いに

確保できる良いスクリーニングとなる可能

性を報告した。人工知能によるスクリーニ

ングは①、②、③のいずれの段階も導入で

きる可能性がある。それぞれ有病割合が異

なるため、陽性的中度が異なってくるがそ

の点含め新たにモデルパラメータに反映さ

せることは今後の最適な検診モデルを考え

るうえでは重要であると考える。	 	

糖尿病患者における網膜症のスクリーニ

ングについては糖尿病網膜症の適時治療に

より失明予防効果があり、また、費用対効

果が担保されることが多くの国、地域の環

境で確認されている。新興国であるインド

ネシア（Sasongko	MB,	Am	J	Ophthalmol	2017））

に加え、バングラディッシュ（文献６）で

の糖尿病網膜症検診導入の検証研究を報告

した。また、香港では糖尿病網膜症のスク

リーニングにおいて眼底写真だけでなく網

膜光干渉断層計 OCT を併用することで、黄

斑浮腫の診断精度が向上し疑陽性を減らす

ことができる可能性を報告した（文献７）。

本研究において既に緑内障の検診における

OCT の有用性を検討しており、糖尿病網膜症

についても同様に OCT が有用であるかを検

証することで一つの検査で複数の疾患のス

クリーニングを行うなど効率向上について

も評価できると考える。	

	 多くの治療法や検診方法の進歩が著しい

現代において、実臨床においてどのような

治療が選択されているのか、また、その割

合がどのように分布しているのかを知るこ

とはより正確な費用対効果評価モデルを構

築するうえで重要である。そこで、アジア

太平洋地域の眼科網膜専門医を対象とした

調査を行い治療法の選択を具体的な事例に

基づいて収集し報告した（文献８）。	

	 糖尿病網膜症の診療の標準化を国際的な

視点で推し進めるべく、各国の糖尿病網膜

症診療ガイドラインをレビューし、さらに、

医療資源、医療へのアクセス、保険システ

ムなどを鑑みたうえで全世界的にみて核と

なる診療の目安を提供する International	

Council	of	Ophthalmology	(ICO)によるガ

イドライン作成を行いその成果を報告した

（文献９）。	

	 我が国の視覚障害認定原因を2015年に全

国規模で調査した報告（文献１０）によれ

ば、糖尿病網膜症は 12.8％で我が国の成人

視覚障害認定原因の第 3 位であった。ただ

し 30 歳代から 70 歳代においては 2 位と高

かった。実数では 2001 年次抽出調査からの

推定では 3000 人を超えていたが、今回の調



 
 

査では 2000 人を下回り、糖尿病治療、網膜

症治療の進歩を示唆する結果であると思わ

れた。糖尿病網膜症の検診の充実によりこ

のような治療の進歩の恩恵を受けることが

できる患者が増え、国民の健康維持に大い

に貢献できる可能性があると考える。	

	

D. 考按	

糖尿病網膜症の疫学に関するパラメータ

の見直しにおいては、高齢化の進行を鑑み、

過去のモデルでは高血糖による網膜症の悪

化リスクのみを取り入れてきたが、合わせ

て重症低血糖による網膜症の悪化リスクも

取り入れることが必要であると思われた。

また、脂質薬内服は対象患者数も大きく、

高血圧治療と同等の網膜症進行抑制効果が

あると推測されることから合わせてモデル

に追加すべきと考えた。糖尿病網膜症治療

においては、最適化、個別化を目指し汎網

膜光凝固の方法の多様化、また、抗 VEGF 療

法などの試み、そしてその効果が治療中断

によって影響を受ける可能性など、来年度

の費用対効果評価モデルに反映させていく

ことが重要であると思われた。特に、現在

は抗VEGF療法については糖尿病網膜症の進

行抑制あるいは増殖糖尿病網膜症の治療薬

としては適応が承認されていないが、この

ようなモデル評価においてはそのような適

応が承認された場合を想定して複数のシナ

リオで事前に費用対効果の評価を行ってお

くことは有用であると考える。逆の視点で、

費用対効果が得られる薬剤価格を推定する

などの発展研究についても検討したい。検

診制度については人工知能を用いたスクリ

ーニングの在り方を整理し、どこで、どの

ように、誰の責任でおこなうのか、やはり

複数のシナリオを想定して検討したい。市

中で、特定健康診査で、糖尿病診療内科で、

など広く新しい検診機会提供の門戸を広げ

ることで糖尿病網膜症の診療全体に好影響

があるのか、さらにそれが費用対効果を保

った形で成立するのかを明らかにすること

が期待できる。また、糖尿病網膜症の検診

においても OCT を導入した香港の試みは本

研究においても重要な意味を持つと考える。

緑内障検診における OCT の有用性と合わせ

て検討を重ねていく必要がある。	

	

E. 結論	

	 糖尿病網膜症に対する検診の有用性評価

に向け、疫学、治療、そして検診方法の三

つの視点から知見を集積し、さらにこれま

での蓄積したデータを合わせてマルコフモ

デルをアップデートし、費用対効果測定に

使用する基礎調査を行った。	
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